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論文概要 
 
 Twitter や Facebook の様なインターネット上で展開される情報メディアであるソーシ
ャルメディアは，身近で手軽なコミュニケーション手段として広く社会に普及してきてい
る．研究領域においても，2006 年ごろからソーシャルメディアという用語が使われ始めた
後，その利用拡大が進むにつれて注目が集まり，心理学，社会科学，数理社会学，情報学，
マーケティングや経営学などでも研究対象として広がってきている． 
 本研究では，インターネットの基幹技術の 1 つであり，Web アクセスや電子メールの送
受信時などに利用される DNS（Domain Name System）のクエリデータを活用する．特
に、そのデータにおける“種類の数”である“異なり数”を用いて，“投稿者側”の視点か
らではなく，“閲覧者側”の視点からソーシャルメディアを通して，実社会で起きる現象に
対するソーシャルメディア利用者の行動を分析する手法の提案を試みる． 
ソーシャルメディア利用者の行動分析に関する従来の手法は，実社会で起きる現象に対
するソーシャルメディア利用者の行動を，投稿内容を通して投稿者側の視点から分析する
ものが主流である．しかし，投稿者側の視点からの分析には，やらせ投稿などを行うステ
ルスマーケッターなどの作為的な投稿者による投稿内容の影響を受けやすいという問題が
存在している．この問題に対応するために，ソーシャルメディア利用者の行動を閲覧者側
の視点から分析する試みは従来から存在していた．先行研究の主な特徴は，以下の 3 点で
ある． 
 研究の基本は，投稿者から投稿された情報の分析か，登録制のソーシャルメディ
アの場合であれば設定された個人のプロパティ情報の分析が主流である． 
 一方で，閲覧者の存在の重要性は認識されており，その行動分析が試みられてい
る． 
 閲覧者の分析は，①（登録制のソーシャルメディアの場合のみ）設定された閲覧
者の個人プロパティ情報を分析する，②（登録制のソーシャルメディアの場合の
み）「閲覧者数 = 登録者数 - 投稿した人数」，として量的分析を行う，③「投稿
が少ない人」を「閲覧者」と定義して分析する，④アンケート調査結果を使用す
る，⑤検索エンジン結果を使用する，が主流である． 
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一方，先行研究に共通する問題としては，以下の 3 点がある． 
 主流である投稿された情報の分析は，作為的な投稿者による投稿内容の影響を受
けやすいという“作為的投稿影響問題”を抱えている． 
 閲覧者の分析は，ソーシャルメディア利用者に調査票を記入させ回収する必要が
あるため，大規模な調査には不向きであるという“調査規模的問題”を抱えてい
る． 
 閲覧者の分析は，調査票の記入者を選択する際や調査票を記入する際，または検
索エンジンを利用して検索結果を得る際に発生し得る，サンプリングバイアスや
反応バイアスの影響を受けてしまうという“利用者バイアス問題”を抱えている． 
 
以上の問題を解決するために，本研究では以下の提案を行った． 
 何人の閲覧者がいたかという情報に対応する DNS クエリデータの“異なり数”
を用いて，ソーシャルメディアの“閲覧者側”の視点から，利用者の行動を分析
する手法（“作為的投稿影響問題”への対応）． 
 DNS の中でも各国ごとに割り当てられた ccTLD（country code Top Level 
Domain）の 1 つである JP ドメイン名の DNS クエリデータを用いるによる，大
規模で即時的なデータ収集の実現（“調査規模的問題”への対応）． 
 インターネットの基幹技術である DNS を用いてデータ収集することで，ソーシ
ャルメディア利用者に対する“利用者バイアス問題”への対応 
 
本研究では，DNS クエリデータを用い閲覧者側から分析することで，実社会で起きる現
象を分析する際に発生し得る“作為的投稿影響問題”や“利用者バイアス問題”，“調査規
模的問題”に対応することを試みた．また，大規模な実 DNS クエリデータを用いて以下
の 2 つの実証検証を行い，提案手法の有効性を確認した． 
(1) ソーシャルメディアを利用した予測に関する研究 
  提案手法をソーシャルメディア利用者の実社会における行動分析に適用し，先行研究が
抱える問題に対応できることを確認するために映画の観客動員数予測を試みた．その結果，
投稿者側からの分析である従来手法（[Mishne 2006]）が，映画公開前で相関係数 0.454
～0.542 であったのに対し，提案手法は 0.865 であった．これにより，DNS クエリデータ
を用い，投稿者側の視点からではなく閲覧者側の視点から，ソーシャルメディア利用者の
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実社会における行動分析が可能であり，ソーシャルメディアを利用した予測に関する研究
領域において提案手法の有効性を確認した． 
(2) ソーシャルメディアを利用した計測・モデル化に関する研究 
提案手法を応用し，より大規模で複雑なソーシャルメディア利用者の実社会における行
動分析を行うことで，提案手法が大規模で複雑な行動分析も可能であり先行研究の抱える
問題に対応できることを確認し，そのソーシャルメディア利用者の行動の時間的推移も明
らかにした． 
具体的には，日本政府が 3 年に渡り主導した“地上波デジタル放送への移行”と，それ
を後押しする政策の 1 つであった“家電エコポイント制度の実施”という実社会における
2 つの大きな社会現象に対し，DNS クエリデータにもとづき家電エコポイント数の発行数
とソーシャルメディア利用の関連を計測することで，ソーシャルメディア利用者の行動の
時間的推移を分析した． 
この結果，日本政府が行った 2009 年から 2011 年に及ぶアナログ放送の停止とデジタル
放送への移行という政策において，家電エコポイント制度が，その目的の 1 つであった地
上デジタル放送対応テレビの普及で，ソーシャルメディア利用者の行動に効果的な影響を
与えた経済政策であったことを示した．これにより，長期的で大規模な DNS クエリデー
タを用いて，閲覧者側の視点からソーシャルメディア利用者の実社会における行動の計測
が可能であり，ソーシャルメディアを利用した計測・モデル化に関する研究領域において，
提案手法が大規模で複雑な行動分析も可能であり，先行研究の抱える問題に対応できるこ
とを確認した． 
 本研究は，ソーシャルメディア利用者の行動を把握する上で客観的なデータ計測を可能
とし，ソーシャルメディア利用者の行動分析に加え，実社会で起きる現象を分析する手法
を提案するものである． 
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第 1 章 序論 
 
 近年，日本におけるインターネット利用環境は，大きく変わってきている．総務省が 2013
年 6 月 14 日に公開した「平成 24 年通信利用動向調査」1によると，13 歳～49 歳までのイ
ンターネット利用率は 9 割を超えたが，60 歳以上の世代においては，なお拡大傾向にある．
また，利用情報通信機器もパソコンの利用率は下がり，スマートフォン，タブレット型端
末が急速な伸びを示し，Facebook, Twitter, Line などのソーシャルメディアの利用動向も
個人，企業共に利用者を伸ばしている．たとえば，Line は 2011 年 6 月のサービス開始か
ら，2013 年 11 月 25 日で登録ユーザが 3 億人を超えるまでに急成長している 2．元来ソー
シャルメディア（Social Media）という用語は，2006 年ごろから使われるようになったと
されており 3，Web 2.0の技術的，思想的背景に基づいたユーザ生成コンテンツ（UGC: User 
Generated Contents）の流通を媒介するものと定義づけることができるとされている
[Kaplan 2010]． 
上述のとおり，ソーシャルメディアは，身近で手軽なコミュニケーション手段として広
く社会に普及してきている．一方で，ソーシャルメディアの手軽さが引き起こす，投稿内
容に対する影響の拡大も問題となってきている．たとえば，投稿者の投稿内容に対し，投
稿者の予想とは異なる反応を引き起こすことがある．これらは，元の発言に対する多くの
非難，誹謗中傷や，多くの投稿者が連携して大量の内容を投稿する現象としてあらわれる．
前者は「炎上（flaming）」，後者は「祭り（binge）」と呼ばれ，これらは社会的現象に発
展することもある．たとえば，2013 年 8 月 2 日，日本テレビ系列の「金曜ロード SHOW！」
でスタジオジブリの映画「天空の城ラピュタ」が放映され，その終盤で主人公が「バルス！」
という滅びの呪文を唱えるのと同時に，Twitter 上でも「バルス！」と書き込むことは“バ
ルス祭り”と呼ばれ，投稿数で世界記録を樹立したと報道された 4． 
 
1 http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/data/130614_1.pdf (2013/10/13) 
2 http://linecorp.com/press/2013/1125636 (2013/12/4) 
3 http://www.google.com/trends/explore#q=%22social+media%22 (2013/10/13) 
4 「バルス祭り」でつながる日本人： 
http://www.nikkei.com/article/DGXZZO58092290T00C13A8000000/ (2013/8/5) 
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この様に年々拡大しているソーシャルメディアは，大きな社会的な影響力を持つように
なっており，近年では政治的な影響を持つことも少なくない．例えば，国家や権力を有す
る機関などに対し，一般大衆が自らの意思や考えを現実化するために，ソーシャルメディ
アを情報共有手段として利用することもある[Shirky 2011]．Ghonim は，その様な政治的
活動を“Revolution 2.0”という概念として述べ，「ソーシャルメディアの活用によって行
われる政治的活動は，特別なヒーローがいるわけではなく，みんながヒーローとして少し
ずつ協力しながら，最終的に世界最大の百科事典を作り上げる Wikipedia のようなもの」
であり，デジタル時代の革命だとしている[Ghonim 2011]． 
 研究領域においても，2006 年ごろからソーシャルメディアという用語が使われ始めた後，
その利用拡大が進むにつれて注目が集まり，心理学，社会科学，数理社会学，情報学，マ
ーケティングや経営学などで研究対象として広がってきている．たとえば数理社会学では，
ソーシャルメディアで起きる現象を分析の範囲と枠組みで捉えることを試みている．分析
範囲として，ミクロレベル，メゾレベル，マクロレベルの 3 つを定義し，分析枠組みとし
て，行為（action）のメカニズムに着眼したモデル，過程（process）のメカニズムに着眼
したモデル，構造（structure）のメカニズムに着眼した３つのモデルを定義している [荒
井 2004]． 
 本研究では，インターネットの基幹技術の 1 つである DNS のクエリデータにもとづく
“異なり数”を用いて，“投稿者側”の視点からではなく“閲覧者側”の視点から，実社会
で起きる現象に対するソーシャルメディア利用者の行動を分析する手法の提案を試みる．
以降では，インターネットにおけるソーシャルメディア利用者のことを，単にソーシャル
メディア利用者と称する． 
従来の研究は，実社会で起きる現象に対するソーシャルメディア利用者の行動を，投稿
内容を通して投稿者側の視点から分析するものが主流であった．しかし，投稿者側からの
分析には，ステルスマーケッターなど作為的な投稿者による投稿内容の影響を受けやすい
という“作為的投稿影響問題”が存在する．たとえば，2012 年 1 月には，日本の大手グ
ルメサイトにおいて口コミを装った"やらせ評価"が行われ，大きな社会的事件に発展して
いる[Phillip 2012]． 
 この様な問題に対応するために，ソーシャルメディア利用者の行動を閲覧者側の視点か
ら分析する試みとして，調査票によるアンケート結果や検索エンジンの出力結果の分析が
行われていた（[Quercia 2012]，[Jung 2013]，[Dupret 2006]，[Baeza-Yates 2006]）．し
2 
 
かし，これらの手法には，ソーシャルメディア利用者が調査票の記入者を選択する時や調
査票を記入する時，または検索エンジンを利用して検索結果を得る際に発生し得る各種バ
イアスの問題（具体的には，標本抽出時に母集団を代表しない特定の性質が紛れ込んでし
まうサンプリングバイナスや，アンケート調査などで生じる個人や状況などに特有な反応
が紛れ込んでしまう反応バイアス）の影響を受けてしまうという“利用者バイアス問題”
が存在する．たとえば[Nielsen 2006b]では，標本数を増やすために報酬を払うことによる
影響や，検索エンジンの結果が検索エンジン提供会社のアルゴリズムにより表示され，調
査に有用ではない情報を多く含む影響を指摘している．また，ソーシャルメディア利用者
に調査票を記入させるため，大規模な調査には不向きであるという“調査規模的問題”も
存在する．[Nielsen 2013]では，ソーシャルメディア利用者のアクティビティに，極端に
活発な期間とそうでない期間があり，分析結果に大きな違いが出る実験結果を示しており，
データ収集時に規模をコントロールする必要性を示している． 
本研究では，DNS クエリデータを用いることで，実社会で起きる現象に対するソーシャ
ルメディア利用者の行動を分析する際に発生し得る“作為的投稿影響問題”や“利用者バ
イアス問題”，“調査規模的問題”に対応できる手法を提案し，その有効性の確認を試みる． 
まとめると本研究の目的は， 
① ステルスマーケティングなど作為的な投稿による影響を受けにくい，閲覧者
側の視点からソーシャルメディア利用者の行動分析が可能（“作為的投稿影響
問題”への対応） 
② データ収集時のバイアスを受けにくく，大規模なソーシャルメディア利用者
の行動分析が可能（“利用者バイアス問題”，“調査規模的問題”への対応） 
である手法の提案を行い，その実証検証を行うことである． 
 以下本稿では，まず，第 2 章において本研究で対象とするソーシャルメディアとソーシ
ャルメディア利用者の分類軸を明らかにし，その分類軸を用いてソーシャルメディア利用
者の行動分析に関する先行研究を分類する．そして，先行研究の研究範囲と課題を明らか
にし，本研究の位置づけと貢献について示す．続いて第 3 章で，“作為的投稿影響問題”，
“利用者バイアス問題”，“調査規模的問題”に対応するためのソーシャルメディア利用者
の行動分析手法を提案する．第 4 章，第 5 章では，第 3 章で述べた手法を踏まえ，その有
効性の確認を試みる． 
第 4 章では，提案手法をソーシャルメディア利用者の実社会における行動分析に適用し，
3 
 
提案手法の有効性を確認するために日本映画の観客動員数予測を試みる．続いて第 5 章で
は提案手法を応用し，より大規模で複雑なソーシャルメディア利用者の実社会における行
動分析を行うことで，提案手法が大規模で複雑な行動分析にも有効であることを確認し，
その行動の時間的推移を明らかにする．具体的には，日本政府が 3 年に渡り主導した“地
上波デジタル放送への移行”と，それを後押しする政策の 1 つであった“家電エコポイン
ト制度の実施”という実社会における 2 つの大きな社会現象に対し，DNS クエリデータ
にもとづき家電エコポイント数の発行数とソーシャルメディア利用の関連を計測すること
で，ソーシャルメディア利用者の行動の時間的推移の分析を試みる． 
最後に第 6 章で，本稿における，ソーシャルメディア利用者の行動分析時に発生し得る
“作為的投稿影響問題”や“利用者バイアス問題”，“調査規模的問題”に対応できる手法
の提案とその実証検証結果を示し，提案手法の有効性についてまとめ，本研究の今後の展
望について述べる． 
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第 2 章 ソーシャルメディア利用者の行動分析 
に関する研究範囲と課題 
 
 本研究は，ソーシャルメディアにおける“投稿者側”の視点ではなく，“閲覧者側”の情
報を用いて，実社会で起きる現象の分析を試みる．そこで以下では，ソーシャルメディア
利用者の行動分析に関する先行研究の範囲を示し，先行研究の抱える課題を明らかにする．
まず，本研究で対象とするソーシャルメディアの分類軸（2.1 節）と，ソーシャルメディ
ア利用者の分類軸（2.2 節）を各々の分類軸に関連する先行研究を示しながら明らかにす
る．続いて，その両分類軸を用いて，ソーシャルメディア利用者の行動分析に関する先行
研究を分類し，その研究範囲と抱える課題について明らかにする（2.3 節）．最後に，先行
研究の研究範囲と課題を踏まえ，本研究の位置づけと貢献について示す（2.4 節）． 
 
 
2.1. ソーシャルメディアの分類軸 
 
 ソーシャルメディアの分類は，主にメディア内容に対する内容を誰がコントロールする
のかの視点で行われている．本節では，ソーシャルメディアの分類軸と特徴について示し
た後，その分類軸に関する先行研究について述べる． 
 
2.1.1.  自己管理可能メディアと自己管理不可能メディア 
2009 年 5 月，「Multimedia 2.0: From paid media to earned media to owned media and 
back」5というタイトルのブログにおいて，マーケティング・チャネルのメディア分類と
して，Paid Media，Owned Media，Earned Media という概念が示された． 
 
 Paid Media：テレビ，ラジオ，雑誌，新聞，リスティング広告など，料金を支払っ
て，商品などを宣伝するために利用するメディアのこと 
5 http://news.cnet.com/8301-13641_3-10237112-44.html (2013/10/13) 
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 Owned Media：企業の自社パンフレットや広報誌，自社企業 Web サイトやブラン
ド Web サイトなど，企業自らが所有し消費者に向けて発信するメディアのこと 
 Earned Media：広告ではなく，口コミで商品やサービスを紹介するブログや SNS
など，信頼や評判を獲得するメディアのこと 
 
その後，2009 年 12 月に Corcoran は図 2.1 に示すメディア分類の定義を示している
[Corcoran 2009]．この中で Corcoran は Paid Media を，企業などの情報発信者自らがメ
ディア内容をコントロールできる“自己管理可能メディア”であり，メディアに対して投
資を行うことで一時的ではあるが即時性とスケール性を持った効果が得られ，Owned 
Mediaや Earned Mediaに展開していくきっかけとなる特徴を持つメディアであるとして
いる．Owned Media は，Paid Media と同様に“自己管理可能メディア”であるが，メデ
ィアに対して投資を行い，潜在顧客との長期の関係を構築していくメディアであり，時間
は必要だがブランド・ポータビリティの融通性は高いメディアであるとしている．また，
Earned Media は，一般ユーザーなどの第 3 者がメディア内容をコントロールする“自己
管理不可能メディア”であり，投資を必要としないが良い口コミ情報と悪い口コミ情報の 
図 2.1 [Corcoran 2009]におけるソーシャルメディア分類 
 
Media type Definition Example The role Benefits Challenges
Paid Media Brand pays to 
leverage a 
channel
 Display ads
 Paid search
 Sponsorships
Shift from 
foundation to a 
catalyst that
feeds owned 
and creates 
earned media
 In demand
 Immediacy
 Scale
 Control
 Clutter
 Declining 
response 
rates
 Poor 
credibility
Owned Media Channel a 
Brand controls
 Web site
 Mobile site
 Blog
 Twitter 
account
Build for longer-
term 
relationships 
with existing 
potential 
customers and 
earn media
 Control
 Cost 
efficiency
 Longevity
 Versatility
 Niche 
audiences
 No 
guarantees
 Company 
communicatio
n not trusted
 Takes time to 
scale
Earned Media When 
customers 
become the 
channel
 WOM
 Buzz
 “Viral”
Listen and 
respond –
earned media is 
often the result 
of well-executed 
and well-
coordinated 
owned and paid 
media
 Most credible
 Key role in 
most sales
 Transparent 
and lives on
 No control
 Can be 
negative
 Scale
 Hard to 
measure
6 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
どちらにも対応する必要があるため，Paid Media や Owned Media と戦略的連携が必要と
している． 
また Edelman は，図 2.2 に示すように，[Corcoran 2009]の分類に Hijacked と Sold の
2 つのメディア分類を追加している．Hijacked は，収益に対する大きな脅威となり，ネガ
ティブな評価を軽減するために投資を伴うメディアのことであり，Sold は，他社に広告表
示を販売することで新しい収益源となるメディアであるとしている[Edelman 2010]．つま
り，Hijacked は Earned がネガティブに働く場合（良くない評判が立つなど）のメディア
を示し，Sold は自社メディアが Paid Media 並の価値を持つことで，他社の広告機能を提
供するメディアとなる場合（Paid となる場合）のことを示している． 
本田は，図 2.36に示す[Corcoran 2009]を拡張したフライシュマン・ヒラード（Fleishman 
Hillard）7が提案する PESO（Paid, Earned, Shared, Owned）という 4 つの分類を紹介
している[本田 2012]．この中で本田は，[Corcoran 2009]の分類がメディアからの観点が 
6 The Digitization of Research And Measurement In Public Relations： 
http://www.socialmediaexplorer.com/online-public-relations/the-digitization-of-researc
h-and-measurement-in-public-relations/ (2013/10/13) 
7 1946 年に創設され，本社を米国セントルイスに置き，2013 年 9 月時点で世界 28 カ国，
80 拠点をもつ戦略コミュニケーション・コンサルテイング会社
http://fleishmanhillard.com/ (2013/9/30) 
 
Media type Definition Examples
Paid Your company pays for media space or 
for a third party to promote its 
products
Television commercials, magazine and 
newspaper ads, billboards, product 
placement, Web banners, search-engine 
marketing
Owned Your company uses or create its own 
new channels to advertise
Catalogs, Web site, Facebook fan pages, e-
mail and customer databases, company-
owned retail stores
Earned Consumers create media and/or share 
media your company created
Organic search placement, forwarding a 
popular commercial to friends, consumer 
ratings and reviews, rankings on 
community sites
Sold Your company invites other 
marketers to place their content on 
its owned media
An e-commerce retailer selling ad space 
on its Web site, a consumer marketer 
creating an online community and selling 
ad space
Hijacked Your company ‘s asset or campaign is 
taken hostage by those who oppose it
Consumers rallying opposition to a 
company on Facebook, consumers 
creating and distributing their own 
negative versions of ads
図 2.2 [Edelman 2010] におけるソーシャルメディア分類 
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強いのに対して，PESO はコンテンツの観点が強い分類であると述べている． 
 
Paid：企業にとって購入可能なあらゆるコンテンツ（広告，タイアップ，スポンサーシ
ップなど）のこと 
Owned：企業が自己管理できる主に Web 上のプロパティ（自社サイト，ブランドサイ
ト，公式ブログ，Facebook や Twitter などの公式アカウントなど）のこと 
Earned：企業にとって第三者であるマスコミやブロガーなどに影響を与えて生成して
もらうコンテンツ（マスコミ記事，ブログ記事など）のこと 
Shared：企業が自己管理できず，消費者が管理するソーシャル・ネットワーク（Facebook，
Twitter，口コミなど）のこと 
  
 
 
Media type Definition Example The role Benefits Challenges
Paid Media Brand pays to 
leverage a 
channel
 Display ads
 Paid search
 Sponsorships
Shift from 
foundation to a 
catalyst that
feeds owned and 
creates earned 
media
 In demand
 Immediacy
 Scale
 Control
 Clutter
 Declining 
response rates
 Poor 
credibility
Owned Media Channel a 
Brand controls
 Web site
 Mobile site
 Blog
 Twitter 
account
 Facebook page
 YouTube video
Build for longer-
term 
relationships 
with existing 
potential 
customers and 
earn media
 Control
 Cost efficiency
 Longevity
 Versatility
 Niche 
audiences
 No guarantees
 Company 
communicatio
n not trusted
 Takes time to 
scale
Earned Media Brand gains 
attention of 
editorial 
decision- maker
 News & 
feature 
coverage
 Guest by 
liners
 Op-eds/ 
editorials
Often drivers 
the online
conversation, 
buzz
 Most credible
 Catalyzer
 Sales/lead
generator
 Third party 
endorser
 Less control
 Short lived
 Limited 
Journalist 
bandwidth
Shared Media When customers
become the 
channel
 WOM
 Buzz
 Viral
 RT, Like & 
Share
Shared media is 
the desired 
result of well-
executed and 
compelling paid, 
earned and/or 
owned media 
initiatives
 Most credible 
/trusted
 Key role in 
sales/transacti
ons
 Transparent 
and lives on
 No control
 Can be 
negative
 Scale
 Harder to 
measure
図 2.3 [本田 2012] におけるソーシャルメディア分類 
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Stephen は，図 2.4 に示すように，Corcoran の 3 つのメディア分類を更にオフライン・
メディア（トラディッショナル・メディア）か，オンライン・メディア（ソーシャル・メ
ディア）かで分類している[Stephen 2012]．オフライン・メディアは，従来からあるイン
ターネットなどのネットワークを介さないメディアであり，テレビ，雑誌，カタログなど
がある．オンライン・メディアは，ネットワークを介するメディアのことであり，バナー
広告，ブランドサイト，口コミサイトなどがある． 
以上の先行研究は，ソーシャルメディアが自己管理可能か否かの視点で細かく分類可能
であるとしている．図 2.5 に自己管理可能か否かの視点でまとめた分類を示す．図 2.5 に
おいて“○”が示されているメディア分類が，各先行研究で定義されているメディアであ
る．各研究において各々の定義があるが，どの研究も Paid Media，Owned Media，Earned 
Media の 3 つは定義されている．また，自己管理可能メディアか否か，オンライン・メデ
ィアか従来からあるテレビやラジオなどの様なオフライン・メディアかの視点で，ソーシ
ャルメディアの分類に関する先行研究を 5 つの研究領域にまとめたものが図 2.6 である． 
 
Type Definition Offline Examples Online Examples
Paid Media activity 
related to a company 
or brand that is 
generated by the 
company or its 
agents
 Traditional advertising
(e.g., TV, radio, print, outdoor)
 Sponsorships
 Direct mail
 Display banner advertising
 Search advertising (e.g, Google-Ad 
Words)
 Social network advertising (e.g., 
Facebook ads)
 Electronic direct mail (e.g., email 
advertisements)
Owned Media activity 
related to a company 
or brand that is 
generated by the 
company or its 
agents in channels it 
controls
 Retail in-store visual 
merchandising or displays
 Brochures
 Company press releases
 Company brand website
 Company brand blog
 Company-owned pages/accounts 
in online social networks (e.g., 
Twitter account, Facebook brand 
page)
Earned Media activity 
related to a company 
or brand that is not 
directly generated 
by the company or 
its agents, but 
rather by other 
entities such as 
customers or 
journalists
 Traditional publicity mentions in 
professional media outlets
 Ratings and reviews in 
traditional media outlets (e.g., 
movie reviews)
 Consumer-to-consumer word-of 
mouth conversations about 
products, including advice and 
referrals
 Consumers showing or 
demonstrating products to each 
other
 Traditional publicity mentions in 
digital media outlets (e.g., 
professional blogs)
 Online word-of mouth referrals 
(e.g., invitations to join a website)
 Posts in online communities or 
social networks (e.g., status 
update, tweets)
 Online ratings and reviews (e.g., 
Yelp.com for restaurants, 
Amazon.com for products)
図 2.4 [Stephen 2012]におけるソーシャルメディア分類 
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自己管理可能メディア 自己管理不可能メディア
Paid
Media
Owned
Media
Sold
Media
Earned
Media
Shared
Media
Hijacked
Media
[Corcoran 2009] ○ ○ ○
[Stephen 2012] ○ ○ ○
[本田 2012]
（PESO） ○ ○ ○ ○
[Edelman 2010] ○ ○ ○ ○ ○
 
オンライン
メディア
オフライン
メディア
自己管理可能
メディア
自己管理不可能
メディア
オンライン・メディア間
関係分析（M-1）
オフライン・メディア分析（M-5)
オンライン/
オフライン
・メディア
関係分析
（M-4)
オンライン
自己管理可能
メディア分析
（M-2)
オンライン
自己管理不可能
メディア分析
（M-3)
図 2.5 自己管理可能メディアと自己管理不可能メディアの分類 
図 2.6 ソーシャルメディアの分類に関する研究領域 
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 オンライン・メディア間関係分析（M-1） 
本研究領域は，ソーシャルメディア間の関係に関する研究領域である．たとえば，メデ
ィア間の相乗効果に関する研究や企業におけるメディア間の戦略的利用方法に関する研究
（[Burcher 2012]，[Brown 2012]）などがある． 
 
 オンライン自己管理可能メディア分析（M-2） 
本研究領域は，自己管理可能なメディアである Paid Media，Owned Media に関する研
究である．たとえば，バナー広告の効果分析や Web サイトのデザインが与える影響分析
（[Pergelova 2010]，[Proulx 2012]）などがある． 
 
 オンライン自己管理不可能メディア分析（M-3） 
本研究領域は，自己管理不可能なメディアである Earned Media などに関する研究であ
る．たとえば，Twitter におけるつぶやき分析や Facebook における繋がり分析[Hanna 
2011]などがある． 
 
 オンライン/オフライン・メディア関係分析（M-4） 
本研究領域は，トラディッショナル・メディアとソーシャルメディアの連携に関する研
究である．たとえば，トラディッショナル・メディアであるテレビ広告とウェブ広告の効
果比較研究や新聞広告とウェブ広告の認知度比較（[Gallagher 2001]，[Rodgers 2005]）
などがある． 
 
 オフライン・メディア分析（M-5） 
      本研究領域は，トラディッショナル・メディアに関する研究である．メディアと人との
関係に関する研究は古くから行われており，たとえば Scott と Starch は心理学的側面から
分析している（[Scott 1910]，[Starch 1923]）．Scott は記憶，感情と情動，本能，暗示，
思考・感情・意思の要素から構成される広告効果に対する心理的過程を説明しており，
Starch は消費者的要因，媒体的要因，表現的要因などが広告への関心や商品への関心，記
憶，購買行為などに与える影響を分析している． 
この領域では，広告媒体の違いによる広告効果についての研究が盛んである（[Krugman 
1965]，[Krugman 1971]，[Jacoby 1990]）．[Krugman 1965]では，新聞広告とテレビ広
11 
 
告の広告効果比較を行っている．テレビ広告は，新聞広告の印刷媒体に比べ受動的にメッ
セージを受け取るため，テレビ広告の視聴で直接消費者が行動に変化をもたらすことはな
いが，反復的に視聴することで徐々に認知を変化させると述べている．また[Krugman 
1971]では，脳波の変化に着目し，雑誌広告とテレビ広告の広告効果の比較を行っている．
Jacoby は，雑誌広告とテレビ広告の比較分析において，広告メッセージの理解度について
着目し分析を行っている[Jacoby 1990]．結果は，雑誌広告に接した場合の方がテレビ広告
に接した場合よりも広告メッセージを正確に理解した人が多かったという結果を示した． 
本研究はソーシャルメディアが研究対象なので，「オフライン・メディア分析（M-5）」
は対象外とする．すなわち，「オンライン・メディア間関係分析（M-1）」，「オンライン自
己管理可能メディア分析（M-2）」，「オンライン自己管理不可能メディア分析（M-3）」，「オ
ンライン/オフライン・メディア関係分析（M-4）」における先行研究について述べる． 
 
2.1.2.  ソーシャルメディアの分類軸に関する先行研究 
 年々，実社会においてオンラインのソーシャルメディア利用者が増加を続けていること
を踏まえ，ソーシャルメディア利用者に対する広告効果や影響に関する研究が数多く行わ
れている． 
 
(1) オンライン・メディア間関係分析（M-1） 
多くの研究者が，オンライン・メディアをメディアからの視点，コンテンツからの視点，
メディア提供主からの視点などで分類（[Corcoran 2009]，[Stephen 2012]，[本田 2012]，
[Edelman 2010]）し，主なテーマとして，それぞれのオンライン・メディア間における戦
略的な連携方法，マーケティング手法などについて述べている（[Burcher 2012]，[Brown 
2012]，[Middleton 2012]）．たとえば Middleton は，ソーシャルメディアへの参加者をア
クティブ化するためのモデル（Understand Participant, Integrate Channels, Create For 
Action, Optimize Participation, Connect & Amplify）を提案している． 
 
(2) オンライン自己管理可能メディア分析（M-2） 
 自己管理可能なメディアである Paid Media や Owned Media，Sold Media に関連して
Pergelova は，インターネットが全ての広告効率を上昇させる手助けになるか否かを調べ
ている．具体的には，スペインの自動車産業のサンプルデータを利用してノンパラメトリ
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ックな方法で分析した結果，インターネットにおける広告が効率レベルを改善したことを
示している[Pergelova 2010]． 
また Proulx は，トラディッショナルな Paid Media であるテレビに対して，ソーシャル
メディアとしての Paid Media の 1つとして”Social TV”について述べている[Proulx 2012]．
ソーシャルメディアは新しくて強力な「バック・チャンネル」として捉えることが可能で
あり，その中でも Social TV は新たなマーケティングの機会を与えると述べている． 
 
(3) オンライン自己管理不可能メディア分析（M-3） 
オンライン自己管理不可能なメディアについて Brown は，インフルエンサーではなく
顧客に注目し，彼らがどの様にブランド志向者からブランド購入者に変わっていくのかに
ついて分析している．顧客をブランド購入者に変えるための 4 つの戦略立案ポイントであ
る“4Ms（Make，Manage，Monitor，Measure）”を定義し，顧客をインフルエンサーに
変えるためのリバースエンジニアリング手法について提案している[Brown 2013]． 
また Hanna は，ソーシャルメディアをマーケティングに活用するための体系整理を行
っている．企業のマーケティング・コミュニケーション戦略における戦略的なソーシャル
メディア統合に関連し，複数のソーシャルメディア（Facebook，Twitter，Digg，SCVNGR，
YouTube など）を連携させてマーケティングプロモーションを行う重要性を説いている
[Hanna 2011]． 
 
(4) オンライン/オフライン・メディア関係分析（M-4） 
1990 年代に入りインターネットの浸透が進んだことで，オンライン・メディアと従来か
らのオフライン・メディア間の関係を対象とした研究が行われ始めている（[Sundar 1998]，
[Gallagher 2001]，[Rodgers 2005]，[Dijikstra 2005]）．Sundar は，Web と新聞を比較分
析対象とし，広告と記事に関する記憶（認知率と想起率）の比較を行っている．比較分析
の結果，広告においては Web 広告の方が新聞広告よりも認知率，想起率共に低く，記事に
おいては差がないことを示している[Sundar 1998]． 
Gallagher は，Web とパンフレットを比較分析対象とし，広告と記事に関するブランド
の想起，認知，ブランドに対する態度，広告に対する態度についての評価を行っている．
比較分析評価の結果は，広告に対する評価については，Web とパンフレットに明確な差を
示さなかったが，記事に対する評価は，パンフレットに対する評価の方が Web に対する評
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価よりも良い結果を示したと述べている[Gallagher 2001]． 
Rodgers は，広告のデザインに着目し，その影響について Web 広告と新聞広告の比較分
析を行っている．デザインにおいて自然なものと不自然なものを準備し，それらを見た場
合の広告への態度と購買意欲について計測している．結果は，一方の広告媒体が不自然な
デザインで，もう一方の広告媒体が自然なデザインであった場合，自然なデザインの広告
媒体の方が購買意欲は高くなり，両媒体が自然なデザインであった場合，広告への態度も
購買意欲のどちらにおいても明確な差は示さなかったと述べている[Rodgers 2005]． 
また Dijikstra は，インターネット・コマーシャル，テレビコマーシャル，印刷広告を
比較分析対象とし，認知的な反応や情緒的な反応，意欲的な反応について測定している．
結果，認知的な反応について，インターネット・コマーシャルだけを見せた場合は，他の
メディアを見せた場合よりも低い反応を示したが，テレビコマーシャルだけを見せた場合
は，他のメディアを見せた場合よりも高い反応を示したと述べている．しかし，情緒的な
反応と意欲的な反応については，明らかな差異はなかったとしている[Dijikstra 2005]． 
 2006 年ごろからソーシャルメディアが出現した後，オンライン・メディアとしてのソー
シャルメディアとトラディッショナル・メディア間の関係を対象とした，広告効果，認知
度評価，消費者への影響評価などの研究が行われている．たとえば広告効果に関する研究
には，[Naik 2009]，[Chowdhury 2007]などがある．Naik は，オンラインとオフライン
の新しい階層的広告モデルを提案している．このモデルは，メディア内の相乗効果とメデ
ィア間の相乗効果の相互作用を可能にするとしている．モデルの実証検証として，自動車
ブランドのオフライン広告（テレビ，印刷，ラジオ）とオンライン広告（バナー広告，検
索広告）の相乗効果を計測している． 
 メディアの認知度評価に関する研究には，[Dijkstra 2005]，[Voorveld 2011]，[Wang 
2006]などがある．たとえば Dijkstra は，テレビコマーシャル，印刷広告，インターネッ
ト広告を用いて認知的反応を計測している[Dijkstra 2005]．実験の結果，認知的反応のう
ち広告再生について，複数メディアの提示グループと単一メディアの提示グループの間で
差がみられたとしている．インターネット広告のみを提示した場合は複数メディアを提示
した場合よりも低い再生であったが，テレビコマーシャルのみを提示した場合は複数メデ
ィアを提示した場合よりも高い再生であったと述べている． 
また Voorveld は，219 人に対し，4 つのメディア（テレビコマーシャル－Web サイト，
Web サイト－テレビコマーシャル，Web サイト－Web サイト，テレビコマーシャル－テ
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レビコマーシャル）を視聴した場合の認識過程に関する分析（どの様な精神的過程を経て，
キャンペーンに寄与したかの分析）を行っている．認識過程は，①フォワードエンコーデ
ィング（最初の広告が次の広告に対し，どれだけ関心を引くか），②イメージ移動（最初の
広告のイメージを，次の広告再生まで持てていたか），③複数の情報ソースを認識できるか，
の 3 段階を設定している．フォワードエンコーディングと複数の情報ソースの認識につい
ては効果が確認できたが，イメージ移動については効果が確認できなかったと述べている． 
 メディアの消費者への影響評価に関する研究には，[Voorveld 2012]，[Danaher 2011]，
[chang 2004]，[Stammerjohan 2005]などがある．たとえば Voorveld は，複数のメディア
間におけるキャンペーンへの消費者反応を明らかにし，メディア連鎖の役割を調査してい
る．2 つの異なる製品カテゴリーを用いて，テレビコマーシャルと Web サイト（“テレビ
コマーシャル－Web サイト”vs“Web サイト－テレビコマーシャル”）の組合せ効果を測
定している．結果は，2 つの異なる製品に関するテレビコマーシャル-Web サイトの効果が
ある間は，“Web サイト－テレビコマーシャル”は高い影響を与えたと述べている． 
また Danaher は，消費者とビジネスマンについてソーシャルメディアとトラディッシ
ョナル・メディアに対する反応比較を行っている．電子メールと SMS を利用する「技術
に精通した」若者は，テレビ，ラジオ，新聞などのトラディショナル・メディアに対して
も情報の信頼性を示すが，ビジネスマンは，電子メールによるマーケティング活動をより
受け入れていると述べている． 
 
2.1.3.  本節のまとめ 
 本節では，ソーシャルメディアの内容を誰がコントロールするのかの分類軸で，一般的
な広告サイトやスポンサーサイトなど情報発信者自らがメディア内容をコントロールする
“自己管理可能メディア”と，SNS や掲示板など一般ユーザーなどの第 3 者がメディア内
容をコントロールする“自己管理不可能メディア”の大きく 2 つに分類できることを示し
た．2.3 節では，この分類軸を用いてソーシャルメディア利用者の行動分析に関わる先行
研究を整理する． 
ソーシャルメディアの分類軸に関する先行研究の特徴としては，広告効果や認知度評価
などソーシャルメディア利用者への影響分析が数多く行われている．特に，マーケティン
グに関わる広告系の研究が盛んに行われている研究領域であるということから，本研究で
も第 4 章においてソーシャルメディアである広告サイトを取り上げて実証検証を行った． 
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2.2. ソーシャルメディア利用者の分類軸 
 
ソーシャルメディア利用者の分類は，主にメディアに対する利用者の関わり度合いの視
点で行われている．本節では，前節のソーシャルメディアの分類軸を踏まえ，その利用者
の分類軸と特徴について示した後，その分類軸に関する先行研究について述べる． 
 
2.2.1.  投稿者と閲覧者 
 マーケティングへの活用が注目されているソーシャルメディアであるが，その利用者の
特徴の１つに「参加の不均衡性（Participation inequality）」がある．Nielsen は，インタ
ーネットコミュニティには必ず「参加の不均衡」があると述べている[Nielsen 2006a]． 
Nielsen は，図 2.7 に示すとおり，ソーシャルメディア利用者の特徴を 3 つに分類して
いる．それぞれの利用者を“Lurkers”，“Intermittent Contributors”，“Heavy Contributors”
とし，ソーシャルメディアに対する利用割合が順に 90％，9%，1%になる特徴を「90-9-1
ルール」と呼んでいる[Nielsen 2006a]．本ルールでは，ニュースグループなどの利用者参
加型メディアの利用割合は，閲覧者“Lurkers”が 90%に対し，投稿者“Intermittent 
Contributors”が 10%，その“Intermittent Contributors”の更に 10%（全体の 1%）が
非常に活発な投稿者“Heavy Contributors”であるとしている． 
ブログメディアの場合には，この比率がさらに低下して，“Lurkers”：“Intermittent 
Contributors”：“Heavy Contributors” ＝ 95：5：0.1 となり，Wikipedia では 99.8：
0.2：0.003 になることを示している．同様に Arthur は，YouTube ではコンテンツの投稿
者は全体の 0.5%程度であり，Wikipedia では全体の 70%程度の記事投稿は，1.8%の投稿
者によって行われていると述べている[Arthur 2006]． 
「参加の不均衡性（Participation inequality）」についての研究は他にもある．Horowitz
は，ソーシャルメディア利用者の分類を“Creators”，“Synthesizes”，“Consumers”と
し，その利用割合が順に 1％，9%，90%であるとしている[Horowitz 2006]．また Speath
は，オープンソース開発コミュニティ利用者の分類を"Developer"，“Contributor”，
“Lurker”とし，3 つのオープンソース開発コミュニティへの活動（Reputation，Control 
over technology，Learning Opportunities）に対する関わり方を明らかにしている[Speath 
2008]． 
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Stewart は，企業内でのクラウドソーシング 8 利用者を“Super Contributor”，
“Contributor”，“Outlier”の 3 つに分類し，その利用割合を順に 33%，66%，1%として
いる[Stewart 2010]．また Brandtzaeg は，ノルウェーの 4 つの主要な SNS 利用者 5,233
人からの調査データを分析し，5 つの異なったタイプ（Sporadics，Lurkers，Socialisers，
Debaters，Actives）に分類している[Brandtzaeg 2011]． 
以上をまとめるとソーシャルメディア利用者の分類は，投稿などの貢献を行った者“投
稿者”と，投稿などの貢献を行なわず閲覧だけを行った者“閲覧者”の大きく 2 つに分類
でき，先行研究におけるソーシャルメディア利用者の分類の定義を整理すると図 2.8 のと
おりとなる．ソーシャルメディア利用者の分類は各々あるが，どの先行研究も“投稿者”
は複数の定義に分かれるが，“閲覧者”は１つの定義になっている．また，ソーシャルメデ
ィア利用者は，投稿者よりも閲覧者の方が圧倒的に多いことが多くの研究で示されている． 
8 ここでのクラウドソーシングは，企業内で進められる共同プロジェクトなどで利用され
るツールのことを示している． 
 
90%
Lurkers
9%
Intermittent 
Contributors
1% Heavy Contributors
図 2.7 [Nielsen 2006a] におけるソーシャルメディア利用者分類 
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2.2.2.  ソーシャルメディア利用者の分類軸に関する先行研究 
 ソーシャルメディア利用者の分類軸に着目した研究は数多くある．それらの研究は，前
項で述べた利用者の分類における「投稿者視点での分析（C-1）」，「投稿者・閲覧者視点で
の分析（C-2）」，「閲覧者視点での分析（C-3）」の 3 つに整理できる． 
 
 投稿者視点での分析（C-1） 
 投稿者・閲覧者視点での分析（C-2） 
 閲覧者視点での分析（C-3） 
 
「投稿者視点での分析（C-1）」は，投稿者側からの視点で，ソーシャルメディア利用者
を分析している研究領域である．たとえば，ソーシャルメディアに対する投稿内容から影
響を分析する研究，投稿者のソーシャルメディア利用理由を分析する研究などがある．「投
稿者・閲覧者視点での分析（C-2）」は，投稿者，閲覧者の両者の視点でソーシャルメディ
 
[Nielsen 
2006a]
[Horowitz 
2006]
[Speath
2008]
[Stewart 
2010]
[Brandtzaeg
2011]
Heavy 
Contributors Creators Developer
Super
Contributor Actives
Intermittent 
Contributors Synthesizes Contributor Contributor Debaters
Lurkers Consumers Lurker Outlier Socialisers
Sporadics
Lurkers
投稿者 閲覧者
図 2.8 ソーシャルメディア利用者の分類 
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ア利用者を分析する研究領域である．たとえば，投稿者と閲覧者の利用比率を分析する研
究，投稿者と閲覧者のソーシャルメディア利用理由を分析する研究などがある．「閲覧者視
点での分析（C-3）」は，主に閲覧者側からの視点でソーシャルメディア利用者を分析して
いる研究領域である．たとえば，ソーシャルメディアに対して閲覧者が投稿しない理由調
査や，閲覧者の行動分類を試みる研究などがある． 
以上を踏まえ，「投稿者視点での分析（C-1）」，「投稿者・閲覧者視点での分析（C-2）」，
「閲覧者視点での分析（C-3）」における先行研究について述べる． 
 
(1) 投稿者視点での分析（C-1） 
 投稿内容を用いて投稿者側からソーシャルメディア利用者の分析を行った研究には，
[Rafaeli 2004]，[Brandtzaeg 2008]，[Cobb 2010]，[Parvanta 2013]，[Bernstein 2013]，
[Lakhani 2003]，[Haklay 2008]，[Neis 2012]，[Richter 2013]，[Wise 2013]などがある． 
[Rafaeli 2004]，[Brandtzaeg 2008]，[Cobb 2010]，[Parvanta 2013]，[Bernstein 2013]
は，オンラインコミュニティを分析対象として，投稿内容を用いてソーシャルメディア利
用者の分析を行っている．[Rafaeli 2004]は，初めて投稿した者を投稿者（De-Luker）と
して着目し，閲覧者が投稿者（De-Luker）になるには Social Capital が関わっていると述
べている．[Brandtzaeg 2008]は，投稿者を対象にして，なぜコミュニティ・ロイヤリテ
ィは下がるのかについて，インターネット一般利用者とコミュニティ利用者にアンケート
を行い 200 の回答をもとに分析している．コミュニティ・ロイヤリティが下がる理由を，
①出席者への不満（友人の不足など），②低品質なコンテンツ，③低品質なユーザービリテ
ィ，④嫌がらせといじめ，⑤孤立，⑥低い信用性，⑦過度な商業化，⑧議長への不満，⑨
不明確な進行，の 9 つに分類している．また[Bernstein 2013]は，Facebook の 1 か月間
222,000 投稿ログを調べた結果，コンテンツの閲覧範囲は実際の 27％程度の大きさである
と思われており，過小評価されていると述べている．実際には Facebook 利用者の各投稿
で 35%，1か月以上の期間で計測すると 61%の友人にリーチできる範囲であるとしている． 
[Cobb 2010]は，QuitNet9（オンラインコミュニティの 1 つ）のネットワーク構造を分
析して，その特徴を他の SNS と比較している．データは，7,569 人の利用者間の 103,592
個のリンクを対象とし，SNS の構造は，“女性”，“初期からの利用者”，“長い利用者”，“た
ばこを吸わない人”の増加と関係があり，メールの送受信は「90-9-1 ルール」の傾向があ
9 http://www.quitnet.com/ (2013/10/13) 
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ったと述べている．[Parvanta 2013]は，ヘルス・コミュニケーション・コミュニティを成
功させるためのクラウドソーシング利用条件の分析を行っている．コミュニティが成功す
るためには，4 つの F（Fun，Feeling good (fulfillment)，Fame，Fortune）が重要であ
り，それらを満たすことで閲覧者が大部分を占める「90-9-1 ルール」のコミュニティであ
っても成功すると述べている． 
 [Lakhani 2003]，[Haklay 2008]，[Neis 2012]は，オープンソース開発コミュニティを
対象に分析を行っている．[Lakhani 2003]は，オープンソース・ソフトウェアの 1 つであ
る Apache の開発サイト 10で，開発者がサイト利用者からの質問に対してオンラインヘル
プで回答する行為について，どの程度時間を割いてボランティアで回答をするのか，につ
いて分析している．オープンソース開発者の開発時間確保に関する調査で，企業に雇用さ
れている開発者は，「1 週間あたり 2 営業日以上を確保」しており，またボランティア貢献
者は「1 週間あたり 1 日以上を確保」していると述べている． 
また[Haklay 2008]，[Neis 2012]は，どちらもオープンソース開発コミュニティの 1 つ
である OpenStreetMap プロジェクト 11での分析を行っている．[Haklay 2008]は，投稿
せず地図の改善に少しの貢献もしない利用者が 99.8 パーセント存在していたことを示し
ている．また[Neis 2012]は，登録されたメンバーの 38%（192,000 人）が少なくとも 1 つ
以上の編集をデータベースで行い，全メンバーの 5%（24,000 人）がよりプロジェクトへ
活発に関与したことを示している． 
[Richter 2013]は，企業内コミュニティを分析対象とし，ビジネスツールである
ESN(Enterprise Social Networks）の導入を成功させる要因と導入実績の関係を分析して
いる．成功には 7 つの要因（Search，Edit，Rate，Label，Clarify，Notify，Share）が
あり，コンテンツを投稿している利用者は，利用開始後 1 か月で 74%程度，半年後で 46%
程度であったとしている． 
 [Wise 2013]は，学生向け電子フォーラムにおける利用者を分析している．3 週間で 96
人のオンライン議論参加者が，10 から 13 のグループで課題を解く過程のデータを利用し，
投稿者は議論に参加可能な全学習者の約 4 分の 1 を占めたとしている．また利用者特性は，
①表層的なリスナー/断続的な話し手，②中心となるリスナー/中心となる話し手，③寛容
なリスナー/熟考する話し手の 3 つに分類できるとしている． 
10 http://www.apache.org/ (2013/10/13) 
11 http://www.openstreetmap.org/ (2013/10/13) 
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(2) 投稿者・閲覧者視点での分析（C-2） 
投稿者，閲覧者の両者の視点でソーシャルメディア利用者を分析する研究には，[Awan 
2007]，[Neylon 2009]，[Lampe 2010]，[Muller 2010]，[Muller 2012]などがある． 
[Awan 2007]は，ネットフォーラムを分析し 87%が投稿せず 13%が少なくとも 1 度の投
稿，5%が 500 回以上投稿したことを示している．[Neylon 2009]は，論文評価コミュニテ
ィにおける投稿者・閲覧者の投稿規模についての研究である．論文に対しコメントを行い，
改善を行うことは論文評価の過程として重要であるが，実際には閲覧のみが多く，コメン
ト数は少ないことを示している（例：生物学の論文では，20,000 以上の閲覧があったにも
関わらずコメント数が 17 であった）．これは，論文評価コミュニティにおける投稿者規模
問題でもあると述べている．コミュニティには「90-9-1 ルール」があるとすると，100 人
に読まれる論文評価コミュニティの規模では，実際にコメントできる人は 1 人程度になっ
てしまうという問題を抱えてしまい，論文評価に影響を与えることになるとしている． 
[Lampe 2010]は，オンラインコミュニティの 1 つである Everything2.com12の閲覧者で
ある匿名利用者 295 人と，投稿者である登録利用者 304 人をサーベイ対象とし，ソーシャ
ルメディア利用理由の調査をしている．オンラインコミュニティへの参加を継続する理由
は，最初の動機とは別に存在し，帰属意識が重要であると述べている． 
[Muller 2010]，[Muller 2012]は，企業内ツールとしてのコミュニティを分析対象とし
て，投稿内容を用いて投稿者と閲覧者の比較分析を行っている．[Muller 2010]は，企業フ
ァイル共有サービスで，ファイルをアップロードした利用者（Uploders)とファイルを作
成した利用者（Contributors）の行動を比較している．Uploders は，ファイルをグループ
単位でダウンロードし，あまりファイル検索を行わずファイル共有アプリケーションを直
接操作する傾向であったが，Contributors は，その逆の傾向であったと述べている（検索
を多く使い，リモートからのアプリケーションを使用）．また[Muller 2012]は，投稿者
（Contributor）と閲覧者（Lurker）の行動を比較分析している．IBM の企業内コミュニ
ティ：8,711 個，利用者：224,232 人，投稿者：22,949 人の投稿内容を対象とし，あるコ
ミュニティで閲覧者だった人は，他のコミュニティで投稿者でもあることを示している．
この現象は一般的な Lurker の理論とは異なっているが，個別のトピックやタスク，社会
的グループに対する個人の性質が，人間関係に一部依存しているためであると理由づけし
ている． 
12 http://everything2.com/ (2013/10/13) 
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(3) 閲覧者視点での分析（C-3） 
閲覧者側からの視点でソーシャルメディア利用者を分析している研究には，[Nagel 
2009]，[Nonnecke 2000]，[Nonnecke 2004]，[Nonnecke 2006]などがある． 
 [Nagel 2009]は，学習コミュニティへの登録参加している学生のうち，学習の観点か
ら特に情報を読むことしかしない閲覧者の行動分析を行っている．その特徴は，①他人の
議論を読むだけで慎重に結果を得る，②価値を提供しない，③単位時間に効果的に議論ロ
グを管理し最大の利益を得るが，低いコネクティビティや高いコストは支払わない，④理
由なくファシリテイターと交流を続ける，⑤読まず利用もしないことに明確な理由はなく，
学習コミュニティの利益を共有しない，という 5 つに分類できると述べている．また
[Nonnecke 2000]では，閲覧者が投稿するか否かは，個性，ニーズ，満足感，トピックな
どが関係していると述べている．同様に[Nonnecke 2004]では，Microsoft Network（MSN）
オンラインコミュニティの 375 人を対象に，ソーシャルメディの利用目的について分析を
行っている．閲覧者の 13.2％は最初から閲覧だけが目的であり，29.7%はまだコミュニテ
ィについて学習中であるとし，半数以上（53.9％）が閲覧するだけで十分であることを示
している．[Nonnecke 2006]でも同様の結果を示している．  
 
2.2.3.  本節のまとめ 
 本節ではソーシャルメディア利用者が，そのメディアに対してどの様に関わるのかの分
類軸で，投稿などの貢献を行った“投稿者”と，投稿などの貢献を行なわず閲覧だけを行
った“閲覧者”の大きく 2 つに分類できることを示した．2.3 節では，2.1 節の軸に加え，
本節の分類軸も用いてソーシャルメディア利用者の行動分析に関わる先行研究を整理する． 
図 2.9 にソーシャルメディア利用者の分類軸に関する先行研究の特徴を示す．多くの先
行研究で「参加者の不均一性」が確認されており，その研究は「投稿者視点での分析（C-1）」，
「投稿者・閲覧者視点での分析（C-2）」，「閲覧者視点での分析（C-3）」の 3 つに整理でき
る．特に，ソーシャルメディア利用者数が少ないとされる投稿者（Heavy Contributors，
Intermittent Contributors）の視点の研究である「投稿者視点での分析（C-1）」，「投稿者・
閲覧者視点での分析（C-2）」において数多くの事例が存在しており，ソーシャルメディア
利用者の大部分を占めるとされる閲覧者（Lurkers）の視点の研究である「閲覧者視点で
の分析（C-3）」においての事例は多くはない．本研究では，先行研究であまり多く行われ
ていない閲覧者の視点で分析を行う．  
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2.3. ソーシャルメディア利用者の行動分析に関する先行
研究 
 
 前節で示したとおり，ソーシャルメディア利用者の分類において大部分を占める閲覧者
の行動把握は，年々増加しているソーシャルメディア利用者についての行動分析において
重要な要素である．閲覧者の行動把握は，2.2 節で示した先行研究「投稿者・閲覧者視点
での分析（C-2）」，「閲覧者視点での分析（C-3）」の研究領域において，閲覧者側の視点か
らソーシャルメディア利用者の分類と特徴の把握が試みられている． 
本節では，2.1 節，2.2 節で示した分類軸を用いて，ソーシャルメディア利用者の行動分
析に関する先行研究の分類を行い，その研究範囲と先行研究の抱える研究課題について明
らかにする．2.1 節で示したソーシャルメディアの分類軸（オンライン・メディアとオフ
ライン・メディア，自己管理可能メディアと自己管理不可能メディア）と，2.2 節で述べ
たソーシャルメディア利用者の分類軸（投稿者と閲覧者）で研究領域を整理したものが図
2.10 である． 
 
[Awan 2007]，[Neylon 2009]，
[Lampe 2010]，[Muller 2010]，
[Muller 2012]
[Nagel 2009]，
[Nonnecke 2000]，[Nonnecke 2004]，
[Nonnecke 2006]
9%
Intermittent 
Contributors
90%
Lurkers
1% 
Heavy 
Contributors少
■
利
用
者
数
■
多
多
■
先
行
研
究
数
■
少
投稿者
閲覧者
（C-1）
（C-2）
（C-3）
[Rafaeli 2004]，
[Brandtzaeg 2008]，
[Cobb 2010]，[Parvanta 2013]，
[Bernstein 2013]，[Lakhani 2003]，
[Haklay 2008]，[Neis 2012]，
[Richter 2013]，[Wise 2013]
図 2.9 ソーシャルメディア利用者の分類に関する先行研究の特徴 
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本研究においてソーシャルメディアとは，[Stephen 2012]の定義を踏まえ，オンライン・
メディア＝ソーシャルメディア，オフライン・メディア＝トラディショナル・メディアで
あると定義する．また本研究の対象は，図 2.10 に示すソーシャルメディア研究領域であり，
特にソーシャルメディア利用者分類における閲覧者視点の研究領域である． 
 以降，2.3.1 でソーシャルメディア利用者の行動分析における先行研究の分類を示し，
2.3.2～2.3.5 で，その分類に応じた先行研究の特徴を述べ，2.3.6 で先行研究の抱える課題
を明らかにする． 
 
 
 
 
 
 
ソーシャルメディア利用者分類の視点
投稿者
閲覧者
自己管理
可能
メディア
自己管理
不可能
メディア
自己管理
可能
メディア
自己管理
不可能
メディア
オンラインメディア オフラインメディア
ソーシャルメディア分類の視点
ソーシャルメディア
研究領域
トラディッショナル・
メディア研究領域
（本研究領域）
図 2.10 ソーシャルメディアとトラディッショナル・メディアの研究領域 
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2.3.1.  ソーシャルメディア利用者の行動分析に関する先行研究の分類 
 ソーシャルメディア利用者の行動分析に関する先行研究を整理すると，以下の 4 つに分
類できる． 
 
 ソーシャルメディアを利用した定義・分類に関する研究（R-1） 
 ソーシャルメディアを利用した計測・モデル化に関する研究（R-2） 
 ソーシャルメディアを利用した予測に関する研究（R-3） 
 ソーシャルメディアを利用した信頼性評価に関する研究（R-4） 
 
 「ソーシャルメディアを利用した定義・分類に関する研究（R-1）」は，ソーシャルメデ
ィア利用者が投稿した内容を手掛かりにして，その内容や利用者の行動様式などを自己管
理可能メディアか自己管理不可能メディアかを問わず定義・分類する研究領域である．「ソ
ーシャルメディアを利用した計測・モデル化に関する研究（R-2）」は，ソーシャルメディ
ア利用者が投稿もしくは閲覧した内容を基礎として，行動の変化や影響の広がりなどを主
に自己管理不可能メディアにおいて計測・モデル化する研究領域である．「ソーシャルメデ
ィアを利用した予測に関する研究（R-3）」は，ソーシャルメディア利用者が投稿もしくは
閲覧した結果を用いて，実社会における人々の行動や現象を自己管理可能メディアか自己
管理不可能メディアかを問わず予測する研究領域である．「ソーシャルメディアを利用した
信頼性評価に関する研究（R-4）」は，ソーシャルメディア利用者が投稿，もしくは閲覧し
た内容を手掛かりに内容の信頼性を自己管理可能メディアか自己管理不可能メディアかを
問わず評価する研究領域である． 
以上のソーシャルメディア利用者の行動分析に関する先行研究（「ソーシャルメディア
を利用した定義・分類に関する研究（R-1）」，「ソーシャルメディアを利用した計測・モデ
ル化に関する研究（R-2）」，「ソーシャルメディアを利用した予測に関する研究（R-3）」，「ソ
ーシャルメディアを利用した信頼性評価に関する研究（R-4）」）を，2.1 節，2.2 節で述べ
たソーシャルメディア分類の視点（自己管理可能メディア，自己管理不可能メディア）と，
ソーシャルメディア利用者分類の視点（投稿者，閲覧者）で分類したものが図 2.11 である．
以下では，図 2.11 に示す 4 つの研究領域毎に，その先行研究について示す． 
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ソーシャルメディア利用者分類の視点
投稿者
閲覧者
自己管理可能メディア 自己管理不可能メディア
ソーシャルメディア分類の視点
ソーシャルメディアを利用した
定義・分類に関する研究（R-1） ソーシャルメディアを利用した
計測・モデル化に関する
研究（R-2)
ソーシャルメディアを利用した
信頼性評価に関する研究（R-4）
ソーシャルメディアを利用した
予測に関する研究（R-3）
図 2.11 先行研究の分類 
R-1：[Golder 2011]，[Grinev 2009]，[Cohn 2004]，[Hollenstein 2013]，[Smith 2012]，[Liu 
2010]，[Honey 2009]，[Longueville 2009]，[Weng 2010]，[Kwak 2010]，[Kaplan 2010]，
[Kietzmann 2011]，[Berthon 2012]，[Kietzmann 2012]，[Laroche 2012] 
R-2：[Lerman 2010]，[Cha 2010]，[Akioka 2010]，[Ye 2011]，[Bakshy 2009]，[Goh 2013]，
[Burke 2011]，[Boyd 2010]，[Vieweg 2010]，[Susaria 2012]，[Gruhl 2004]，[Romero 
2011]，[Cheong 2009]，[Li 2008]，[Kurashima 2006]，[Shamma 2009]，[Uehara 2005]，
[上原 2008]，[Cha 2009]，[Wilson 2008]，[Brown 2002]，[Muniz 2001]，[Krishnamurthy 
2008]，[Java 2007]，[Adamic 2008]，[Mislove 2008]，[Leskovec 2008]，[Ellison 2007]，
[Valenzuela 2009]，[Hampton 2011]，[Lewis 2008]，[Kanai 2012]，[Quercia 2012]，
[Jung 2013]，[Steinfield 2008] 
R-3：[Liu 2007]，[Gruhl 2005]，[Asur 2010]，[Duan 2008]，[Goel 2010]，[Dupret 2006]，
[Baeza-Yates 2006]，[Tumasjan 2010]，[Bollen 2011]， [Tumarkin 2001]，[Kholodilin 
2009]，[Schmidt 2011]，[Choi 2012]，[McLaren 2011]，[Askitas 2009]，[Acquisti 2009]，
[Gilbert 2009]，[Gilbert 2012]， [Backstrom 2011]，[Wang 2011]，[Yang 2011]，
[Leskove 2010]，[Schifanella 2010]，[Liu 2008]，[Golbeck 2009]，[Golbeck 2011]，
[Suzuki 2010]，[Hong 2011]，[Szabo 2010]，[Gomez 2010]，[Ginsberg 2008]，[Polgreen 
2008]，[Johnson 2004] 
R-4：[Resnick 2000]，[Jindal 2008]，[Guo 2011]，[Ott 2011]，[Benevenuto 2010]，[Lim 
2010]，[Kolari 2006]，[Lin 2007]，[Guzella 2009]，[Jindal 2010]，[Fogg 2001] ，[Wathen 
2002]，[Dwyer 2007]，[Fogel 2009]，[DuBoi 2011]，[Denning 2005]，[Adler 2006]，
[Vuong 2008]，[Kittur 2006]，[Kittur 2008]，[Agichtein 2008]，[Suryanto 2009]，[Bian 
2008]，[Mendoza 2010]，[Castillo 2011] 
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2.3.2.  ソーシャルメディアを利用した定義・分類に関する研究（R-1） 
 ソーシャルメディアを利用した定義・分類に関する先行研究は，「感情に関わる定義・分
類に関する研究」，「興味に関わる定義・分類に関する研究」，「発言に関わる定義・分類に
関する研究」，「利用方法に関わる定義・分類に関する研究」の 4 つに分類できる．その分
類を先行研究の分類にマッピングしたものが図 2.12 である．主に投稿者側の視点から，自
己管理可能メディア，自己管理不可能メディアの各々でソーシャルメディアの定義・分類
に関して分析している． 
 
(1) 感情に関わる定義・分類に関する研究 
 感情に関わる定義・分類に関する研究には，[Golder 2011]，[Grinev 2009]，[Cohn 2004]
などがある．図 2.12 に示すように，主に投稿者側の視点から，自己管理不可能メディアに
対する投稿内容をもとに，ソーシャルメディア利用者の感情の分類を試みている． 
Golder は，84 か国，240 万人の Twitter への投稿内容をもとに，人の気分や感情の流
れを分析している．投稿内容から感情を示す単語を抽出し，肯定的な意味の単語と否定的
な意味の単語にグループ分けを行っている．一日の中で一番ポジティブな感情を示したの
は朝であるが時間と共に減少していき，逆に日中はネガティブな感情を示す単語が増加す
ると述べている．また平日よりも休日，冬よりも夏にポジティブな単語は増加したことを
示している[Golder 2011]． 
同様に Grinev は，Twitter の投稿内容を用いて，どの程度ブランドに言及するかの調査
を行っている．ブランドに対する言及の 20%に感情を表す情報が付いており 50%以上がポ
ジティブな情報内容であり，33%がネガティブな情報内容であったと述べている[Grinev 
2009]．Cohn は，同様に Twitter への投稿内容を分析し，2001 年 9 月 11 日に発生したア
メリカ同時多発テロにおける人々の感情の変化を明らかにしている[Cohn 2004]． 
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(2) 興味に関わる定義・分類に関する研究 
 興味に関わる定義・分類に関する研究には，[Hollenstein 2013]，[Smith 2012]，[Liu 
2010]などがある．図 2.12 に示すように，主に投稿者側の視点から，自己管理不可能メデ
ィアに対する投稿内容をもとに，人間の興味に関する分類を試みている． 
Hollenstein は，Flicker のタグを使った旅行時の推薦情報に対する興味度合いついて分
類を行い，モバイル利用の場合と比較を行っている[Hollenstein 2013]．Smith は，Twitter，
 
ソーシャルメディア利用者分類の視点
投稿者
閲覧者
自己管理可能メディア 自己管理不可能メディア
ソーシャルメディア分類の視点
発言
感情興味
利用方法
図 2.12 ソーシャルメディアを利用した定義・分類に関する研究（R-1） 
感情：[Golder 2011]，[Grinev 2009]，[Cohn 2004] 
興味：[Hollenstein 2013]，[Smith 2012]，[Liu 2010] 
発言：[Honey 2009]，[Longueville 2009]，[Weng 2010]，[Kwak 2010] 
利用方法：[Kaplan 2010]，[Kietzmann 2011]，[Berthon 2012]，[Kietzmann 2012]，
[Laroche 2012] 
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Facebook，YouTube におけるブランド関連のユーザー生成のコンテンツ（UGC）の 600
の投稿内容を分析し，2 つの小売衣類ブランドへの興味について分析している[Smith 
2012]．Liu は，投稿内容を“事実”と“意見”に分け，更に“意見”について，興味度合
いが“ポジティブ”か“ネガティブ”かに分けることを試みている[Liu 2010]． 
 
(3) 発言に関わる定義・分類に関する研究 
 発言に関わる定義・分類に関する研究には，[Honey 2009]，[Longueville 2009]，[Weng 
2010]，[Kwak 2010]などがある．図 2.12 に示すように，主に投稿者側の視点から，自己
管理不可能メディアに対する投稿内容をもとに，ソーシャルメディア利用者の発言に関す
る分類を試みている． 
Honey と Longueville は，Twitter 上での発言内容に現れるフレーズに着目している
（[Honey 2009]，[Longueville 2009]）．Honey は，Twitter 上での投稿内容に“@UserName”
が含まれるかどうかに着目し，約 30%程度含まれていることを示している[Honey 2009]．
Longueville は，2009 年にフランスで発生した森林火災に関して Twitter 上での投稿内容
を分析し，投稿者と投稿内容で引用した URL の参照内容について分類している
[Longueville 2009]． 
Weng と Kwak は，Twitter 上での投稿内容の広がりに着目している（[Weng 2010]，
[Kwak 2010]）．Weng は，Twitter 上での投稿の広がりや全投稿者の中で，他の投稿者に
影響がある投稿をした投稿者の分類を試みている[Weng 2010]．ここでの影響がある投稿
とは，広い範囲に伝搬する投稿のことである．分類の結果，投稿者の“フォロー”関係に
は趣向に対する類似性があることを示している． 
Kwak は，Twitter の 4170 万のユーザープロファイル，14 億 7000 万のつながり，4,262
個のトピックと 1 億 600 万のつぶやきを対象にした大規模な分析を行っている[Kwak 
2010]．インフルエンサーを特定するために，フォローワー数とページランクで投稿者の
ランク付けを行い，2 つのランキングが類似していると述べている．しかし Retweets に
よるランキングは前の 2 つのランキングと異なり，フォローワー数やページランクとは関
係がなかったと述べている．またトピックの分類も行い，トピックの大多数（85%以上）
がヘッドライン・ニュースまたは永続的なニュースであったことを示している． 
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(4) 利用方法に関わる定義・分類に関する研究 
 利用方法に関わる定義・分類に関する研究には，[Kaplan 2010]，[Kietzmann 2011]，
[Berthon 2012]，[Kietzmann 2012]，[Laroche 2012]などがある．図 2.12 に示すように，
主に投稿者側の視点から，自己管理不可能メディアに対する活用方法に関する分類を試み
ている． 
Kaplan は，ソーシャルメディアの利用方法は，社会的存在感(Social Presence)，メディ
アリッチネス(Media Richness)，自己呈示(Self-presentation)/自己開示(Self-disclosure)
という指標で分類可能であると述べている[Kaplan 2010]．例えばブログは，自己呈示/自
己開示性が高いが社会的存在感，メディアリッチネスは低く，SNS はブログ同様に自己呈
示/自己開示性は高いが，社会的存在感/メディアリッチネスはブログよりも高いとしてい
る． 
Kietzmann は，同様にソーシャルメディアを利用方法からの視点で分類し，“Identity”，
“Conversations”，“Sharing”，“Presence”，“Relationships”，“Reputation”，“Group”
と分類している[Kietzmann 2011]．Berthon は，同様の視点で①ソーシャルメディアは，
常に技術，文化，特有の国または背景を持った機能である，②ローカル・イベントは，め
ったにローカルのままではない，③世界的なイベントはローカルに（再）解釈される可能
性がある，④創造的なコンシューマの活動と創造物は，技術，文化，政治にも依存してい
る，⑤技術は，歴史に依存している，という 5 つの特徴に分類している[Berthon 2012]．
[Kietzmann 2012]，[Laroche 2012]も同様の視点で分類している． 
 
(5) ソーシャルメディアを利用した定義・分類に関する研究（R-1）の抱える課題 
本先行研究領域は，主に投稿者側の視点からソーシャルメディアへの投稿内容を「感情
に関わる定義・分類に関する研究」，「興味に関わる定義・分類に関する研究」，「発言に関
わる定義・分類に関する研究」，「利用方法に関わる定義・分類に関する研究」の 4 領域で
分析している．しかし，投稿内容を分析しているため，作為的な投稿者による投稿内容の
影響を受けやすいという“作為的投稿影響問題”を抱えている． 
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ソーシャルメディア利用者分類の視点
投稿者
閲覧者
自己管理可能メディア 自己管理不可能メディア
ソーシャルメディア分類の視点
つな
がり
関心
影響
伝搬
図 2.13 ソーシャルメディアを利用した計測・モデル化に関する研究（R-2） 
影響：[Lerman 2010]，[Cha 2010]，[Akioka 2010]，[Ye 2011]，[Bakshy 2009]，
[Goh 2013]，[Burke 2011] 
伝搬：[Boyd 2010]，[Vieweg 2010]，[Susaria 2012]，[Gruhl 2004]，[Romero 2011] 
関心：[Cheong 2009]，[Li 2008]，[Kurashima 2006]，[Shamma 2009]，[Uehara 
2005]，[上原 2008]，[Cha 2009]，[Wilson 2008]，[Brown 2002]，[Muniz 2001] 
つながり：[Krishnamurthy 2008]，[Java 2007]，[Adamic 2008]，[Mislove 2008]，
[Leskovec 2008]，[Ellison 2007]，[Valenzuela 2009]，[Hampton 2011]，
[Lewis 2008]，[Kanai 2012]，[Quercia 2012]，[Jung 2013]，[Steinfield 
2008] 
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2.3.3.  ソーシャルメディアを利用した計測・モデル化に関する研究（R-2） 
 ソーシャルメディアを利用した計測・モデル化に関する先行研究は，「影響に関わる計
測・モデル化に関する研究」，「伝搬に関わる計測・モデル化に関する研究」，「関心に関わ
る計測・モデル化に関する研究」，「つながりに関わる計測・モデル化に関する研究」の 4
つに分類できる．その分類を，先行研究の分類にマッピングしたものが図 2.13 である．本
研究領域には，投稿者側の視点と閲覧者側の視点の両視点で，自己管理不可能メディアに
対して分析を試みた研究事例がある．特に，「伝搬に関わる計測・モデル化に関する研究」，
「関心に関わる計測・モデル化に関する研究」の研究領域は，主に投稿者の視点で分析を
試みているが，「影響に関わる計測・モデル化に関する研究」，「つながりに関わる計測・モ
デル化に関する研究」の 2 つの研究領域については，投稿者側の視点，閲覧者側の視点の
両視点で分析を試みている． 
 
(1) 影響に関わる計測・モデル化に関する研究 
 影響に関わる計測・モデル化に関する研究には，[Lerman 2010]，[Cha 2010]，[Akioka 
2010]，[Ye 2011]，[Bakshy 2009]，[Goh 2013]，[Burke 2011]などがある．図 2.13 に示
すように，投稿者側の視点では投稿内容を用い，閲覧者側の視点では主にアンケート結果
を用い分析を試みている． 
「投稿者－自己管理不可能メディア」領域において Lerman は，Digg と Twitter 上の
アクティブな投稿者のソーシャル・ネットワークを抽出し，ニュースへの関心がそれらの
間でどの様に広がるかを計測しモデル化している[Lerman 2010]．抽出したソーシャル・
ネットワークは，ニュースの普及において重要な役割を果たし，そのネットワーク構造が
情報の流れのダイナミクスに影響を与えることを示している． 
Cha と Akioka は，Twitter 上での投稿内容における影響計測を行っている（[Cha 2010]，
[Akioka 2010]）．Cha は，Twitter の入次数（indegree)と Retweets に着目し，影響に関
する 3 つの特徴を述べている[Cha 2010]．各特徴は，①高い indegree を持つ投稿者が
Retweets または Mentions13を行うことに関して必ずしも影響力があるわけではない，②
最も影響力がある投稿者は，いろいろなトピックに対する大きな影響力を持つことができ
る，③影響力は自然に偶然に増えるのではなく，一つのトピックに絞ったツイートの様な
協調したやり取りを通じて増える，としている．Akioka は，日本における Twitter 投稿者
13 特定の「＠ユーザー名」を含むツイート 
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の特徴と，出版物やテレビ番組などのメディアが Twitter のコミュニティに与える影響に
ついて分析を行っている[Akioka 2010]．同様に，Ye は旅行サイトへの投稿内容の影響を，
Bakshy は second life14内での投稿内容における投稿者間での影響を調査している（[Ye 
2011]，[Bakshy 2009]）． 
「閲覧者－自己管理不可能メディア」領域において Goh と Burke は，Facebook 上での
投稿内容における影響を，閲覧者側からの視点で計測しモデル化している（[Goh 2013]，
[Burke 2011]）．Goh は，Facebook での UGC(User-Generated Content）と MGC
（Marketer-Generated Content)の消費者購買行為への影響を定量化して計測し，UGC は
消費者購買行為において MGC より強い影響を示したとしている．Burke は，Facebook
利用者に対し 8 か月間の調査前後で広告に対するアンケートを実施し，Facebook の利用
でどんな影響があるかを計測している[Burke 2011]．結果は，ダイレクトコミュニケーシ
ョンの流入量は影響力があり Social Capital の増加と相関関係があったが，流出量には関
係がなく受動消費やブロードキャストにも有意な影響はなかったと述べている．また，コ
ミュニケーションスキルの高い人と低い人という 2 つのグループに回答者を分け，それぞ
れが Social Capital にどんな影響をあたえるかを計測し，ダイレクトコミュニケーション
は両グループに強い影響を与え，受動消費はコミュニケーションスキルの高いグループに
影響しないが低いグループには大きな影響があると述べている． 
 
(2) 伝搬に関わる計測・モデル化に関する研究 
 伝搬に関わる計測・モデル化に関する研究には，[Boyd 2010]，[Vieweg 2010]，[Susaria 
2012]，[Gruhl 2004]，[Romero 2011]などがある．図 2.13 に示すように，主に投稿者側
の視点から自己管理不可能メディアへの投稿内容を用いて分析を試みている． 
Boyd，Vieweg は Twitter 上で，Susaria は YouTube 上で，Gruhl はブログ上で，投稿
された情報がどのように伝搬されるかを調査している（[Boyd 2010]，[Vieweg 2010]，
[Susaria 2012]，[Gruhl 2004]）．たとえば Vieweg は，2009 年に発生したオクラホマの
火事やレッドリバーでの洪水における情報がどのように伝搬していったのかを分析してい
る．また Gruhl は，ブログ間の関係においてトピックがどのように伝搬されるかをモデル
化している． 
Romero は，ソーシャルメディア内で情報を広く伝搬させる条件について分析を行って
14 http://secondlife.com/ (2013/10/13) 
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いる[Romero 2011]．広く伝搬させるには，各個人が他のメンバーに情報を転送する必要
があり，積極的に伝搬に関与する必要があるとしている．また自分とつながっている人や
そのフォローワーたちが自らの投稿を読み，それを他者と共有し，そこに書かれたことに
基づいて行動していなければ自分の投稿は意味を持たず，他の投稿との違いを生み出して
はいないと述べている． 
 
(3) 関心に関わる計測・モデル化に関する研究 
 関心に関わる計測・モデル化に関する研究には，[Cheong 2009]，[Li 2008]，[Kurashima 
2006]，[Shamma 2009]，[Uehara 2005]，[上原 2008]，[Cha 2009]，[Wilson 2008]，[Brown 
2002]，[Muniz 2001]などがある．図 2.13 に示すように，主に投稿者側の視点から自己管
理不可能メディアへの投稿内容を用いて分析を試みている． 
Cheong と Li は，投稿内容からソーシャルメディア利用者の関心を可視化する手法を提
案している（[Cheong 2009]，[Li 2008]，[Kurashima 2006]）．Cheong は，地域，性別，
趣味など関心属性別にマイクロブログのコンテンツを分析している[Cheong 2009]．属性
ごとにコンテンツの内容が大きく異なること示し，コンテンツ内容の可視化手法を提案し
ている．Li は，ソーシャルメディアにおける利用者タグの頻繁な共起パターンと利用者の
関心を特徴づける，インターネットにおける社会的関心を可視化するシステムを開発した
と述べている[Li 2008]．Kurahashi は，ブログから街の話題に関する言葉を集め，その街
における人々の体験として集約し，地図上へのマッピングを試みている[Kurashima 2006]． 
Shamma は，テレビ放送で中継されているアメリカ大統領選挙中の党首討論の流れと同
時期の Twitter の議論の流れを解析している[Shamma 2009]．Twitter の投稿から動画の
アノテーションを試み，議論に関する関心の流れを明らかにしている．同様の研究に
[Uehara 2005]，[上原 2008]がある．Uehara は，インターネット上の視聴者コミュニテ
ィで展開される対話文をもとにして，テレビドラマ番組に対する視聴者コミュニティの関
心状態の特徴パターンを番組進行と同期した時間軸上にマッピングした「注目状態グラフ」
を生成する手法を提案している．また上原は，インターネット掲示板を用い，投稿内容か
らテレビ CM に関する語彙群を抽出し，その時系列データから現実社会での CM における
関心度を計測している． 
Cha と Wilson は，関心がどの様に移り変わるかを分析している（[Cha 2009]，[Wilson 
2008]）．Cha は，Flickr に投稿された 1100 万の写真，250 万人の利用者を分析し口コミ
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による関心がどの様に移り変わるのかを明らかにしている[Cha 2009]．Wilson は，ターゲ
ットをアメリカの年配層に絞った SNS であるブロゴスフィアへの投稿内容を分析し，投
稿の位相的パターンを調べることによって関心の移り変わりの位相的構造に関する情報に
ついて述べている[Wilson 2008]． 
 Brown と Muniz は，投稿内容から消費者の購買行動に関する関心を計測している
（[Brown 2002]，[Muniz 2001]）．Brown は，仮想コミュニティのユーザーと非ユーザー
を比較しオンライン・ショッピングサイトの利用率やリピート率を計測し，その違いを示
している．Muniz は，仮想コミュニティの存在と消費者の購買行動におけるブランド力の
関係を計測している． 
 
(4) つながりに関わる計測・モデル化に関する研究 
 つながりに関わる計測・モデル化に関する研究には，[Krishnamurthy 2008]，[Java 
2007]，[Adamic 2008]，[Mislove 2008]，[Leskovec 2008]，[Ellison 2007]，[Valenzuela 
2009]，[Hampton 2011]，[Lewis 2008]，[Kanai 2012]，[Quercia 2012]，[Jung 2013]，
[Steinfield 2008]などがある．図 2.13 に示すように，投稿者側の視点でも閲覧者側の視点
でも分析は行われており，特に閲覧者側の視点からの分析では，主にアンケート結果を用
いた分析を試みている． 
「投稿者－自己管理不可能メディア」領域において Krishnamurthy と Java は，Twitter
上でのつながりを，投稿者側からの視点で計測しモデル化している（[Krishnamurthy 
2008]，[Java 2007]）．Krishnamurthy は，2008 年 1 月時点での Twitter の投稿者のつ
ながりについての分析し，情報を提供する“broadcasters”，知人とのコミュニケーション
を中心行う“acquaintances”，閲覧を中心とした“miscreants or evangelists”の 3 グル
ープがあると述べている．また友人グループの特徴は Tweet 数が増えるほど followed と 
following がより相関関係に近づくとしている．Java は，Twitter 利用者のつながり分析
し，アジア，ヨーロッパのコミュニティは北米よりも内部の結びつきは強く，日本語，ス
ペイン語の利用者は同一言語利用者と結びついている可能性が高いと述べている[Java 
2007]． 
Adamic は Yahoo Answers，Mislove は Flickr，Leskovec はマイクロソフト・インスタ
ントメッセンジャーの各つながりについて計測しモデル化している（[Adamic 2008]，
[Mislove 2008]，[Leskovec 2008]）．Adamic は，Yahoo Answers を分析し，つながり方
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を主に「知識共有」，「相談」，「議論」の 3 つにモデル化している[Adamic 2008]．Mislove
は，Flickr の 3 ヵ月間，950,143 人の利用者，970 万以上のリンクを含んだデータを用い
てリンク構造プロセスをモデル化している[Mislove 2008]．結果，ソースへのリンクをす
でに多く持つ利用者が，親しい人とリンクを作ることで，更に他の利用者へリンクを提供
する傾向があると示している．Leskovec は，マイクロソフト・インスタントメッセンジャ
ーにおける 1 か月間，2 億 4000 万人，300 億のメッセージを分析し 6.6 次の隔たりがあっ
たと述べている[Leskovec 2008]． 
「閲覧者－自己管理不可能メディア」領域において Ellison と Valenzuela は，Facebook
における Social Capital に着目し，閲覧者側からの視点で学生のつながりを分析している
（[Ellison 2007]，[Valenzuela 2009]）．Ellison は，2006 年時点でのミシガン州立大学の
学生が Facebook をどのように利用しているのかについて調査している[Ellison 2007]．結
果，ソーシャルメディアは Social Capital を強化し人間関係を補強すること，自尊心及び
生活満足度が低い人ほどソーシャルメディアを利用して Social Capital を作ろうとする傾
向にあることを示している．Valenzuela は，Facebook の利用と個人の Social Capital を
高める態度や行動の間に関連が見られるかを検証している[Valenzuela 2009]．テキサス州
の学生 2,603 名を対象に Web 調査を行い，Facebook の利用度と学生の生活満足，社会的
信頼，市民参加，政治参加との間に正の相関があったと述べている． 
Hampton と Lewis は，Facebook 上での友人関係と実社会での友人関係に着目し，つな
がり関係を計測しモデル化している（[Hampton 2011]，[Lewis 2008]）．Hampton は，2010
年 10 月 20 日から 11 月 28 日にかけて米国内に住む 18 歳以上の Facebook 利用者にイン
タビューを実施し，利用者の平均友人数は 229 名で，その友人の中で一度も会ったことの
ない人は 7%，一度しか会ったことがない人は 3%で，残りの 90%は 2 回以上会ったこと
のある人であったと述べている[Hampton 2011]．また，どんな人と Facebook 上でつなが
っているのかについての調査も行い，高校からの知り合いが 22%，親せき 12%，同僚が
10%，大学からの友人が 9%，家族が 8%，課外活動での友人が 7%，近所の人が 2%であっ
たとしている．Lewis は，Facebook の友人関係について調査し，お互いの写真を交換し
ている友人関係は，交換していない友人に比べ映画，音楽，本などの他の好みも非常に共
通しており，つながりが強いことを明らかにしている[Lewis 2008]． 
Kanai と Quercia，Jung，Steinfield は，Facebook におけるつながりと精神的な関係
を計測している（[Kanai 2012]，[Quercia 2012]，[Jung 2013]，[Steinfield 2008]）．Kanai
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は，Facebook を利用しているイギリスの大学生 125 人の脳を MRI で調べ，アカウント数
や送信メッセージ数，友人数などを調査している[Kanai 2012]．結果，脳灰白質密度と現
実世界の友人関係の広さ，オンライン上の友人関係の広さのどちらにも相関関係があった
ことを示している．同様に Quercia と Jung もアンケートを用いて，Facebook 内でのつ
ながり方と現実世界のつながり方の関係について調査をしている（[Quercia 2012]，[Jung 
2013]）．Steinfield は，Facebook の利用度と精神的な健康状態（自尊心と人生の満足度と）
と Social Capital との関係性を調査している[Steinfield 2008]．対象はアメリカの大学生
約 800 名，この内 18 名の男女は質問表調査の他にインタビューも行ない，自尊心が高い
学生よりも低い学生の方が Facebook の使用から得られる利益が高く，自尊心が低い若者
は人と接触する際の困難を緩和する役割を持っていると述べている． 
 
(5) ソーシャルメディアを利用した計測・モデル化に関する研究（R-2）の抱える課題 
本研究領域は数多くの研究が行われているが，主に投稿者の投稿内容を分析している．
また閲覧者側の視点での研究も存在するが，主に数百人規模くらいまでのアンケート調査
結果を用いて分析を行っている．投稿内容を分析しているため作為的な投稿者の投稿内容
の影響を受けやすいという“作為的投稿影響問題”や[Nielsen 2006b]や[Nielsen 2013]で
示されているように，アンケート実施時の“利用者バイアス問題”と“調査規模的問題”
に対して注意深い扱いを必要とする． 
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ソーシャルメディア利用者分類の視点
投稿者
閲覧者
自己管理可能メディア 自己管理不可能メディア
ソーシャルメディア分類の視点
影響
感情性格
つながり
セールス
影響
政治経済
セールス
図 2.14 ソーシャルメディアを利用した予測に関する研究（R-3） 
セールス：[Liu 2007]，[Gruhl 2005]，[Asur 2010]，[Duan 2008]，[Goel 2010]，
[Dupret 2006]，[Baeza-Yates 2006] 
政治・経済：[Tumasjan 2010]，[Bollen 2011]， [Tumarkin 2001]，[Kholodilin 2009]，
[Schmidt 2011]，[Choi 2012]，[McLaren 2011]，[Askitas 2009]，[Acquisti 
2009] 
つながり：[Gilbert 2009]，[Gilbert 2012]， [Backstrom 2011]，[Wang 2011]，[Yang 
2011]，[Leskove 2010]，[Schifanella 2010] 
感情・性格：[Liu 2008]，[Golbeck 2009]，[Golbeck 2011] 
影響：[Suzuki 2010]，[Hong 2011]，[Szabo 2010]，[Gomez 2010]，[Ginsberg 2008]， 
[Polgreen 2008]，[Johnson 2004] 
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2.3.4.  ソーシャルメディアを利用した予測に関する研究（R-3） 
 ソーシャルメディアを利用した予測に関する先行研究は，「セールスに関わる予測に関す
る研究」，「政治・経済に関わる予測に関する研究」，「つながりに関わる予測に関する研究」，
「感情・性格に関わる予測に関する研究」，「影響に関わる予測に関する研究」の 5 つに分
類できる．その分類を，先行研究の分類にマッピングしたものが図 2.14 である．本研究領
域は，投稿者側の視点でも，閲覧者側の視点でもソーシャルメディア利用者の予測につい
て分析が行われている．投稿者側の視点では投稿内容を用いているが，閲覧者側の視点で
は，主に検索エンジンの出力結果を用いた分析を行っている．特に，「セールスに関わる予
測に関する研究」，「政治・経済に関わる予測に関する研究」の 2 つの研究領域については，
投稿者側の視点，閲覧者側の視点の両視点で分析を試みている． 
 
(1) セールスに関わる予測に関する研究 
 セールスに関わる予測に関する研究には，[Liu 2007]，[Gruhl 2005]，[Asur 2010]，[Duan 
2008]，[Goel 2010]，[Dupret 2006]，[Baeza-Yates 2006]などがある．図 2.14 に示すよ
うに，主に投稿者側の視点では，自己管理可能メディア，自己管理可能メディアの両メデ
ィアに対する投稿内容を用い，閲覧者側の視点では主に自己管理可能メディアにおける検
索エンジンの出力結果を用いて予測分析を試みている． 
「投稿者－自己管理不可能メディア」領域において Liu と Gruhl は，ブログへの投稿を
製品セールス予測に利用するためのモデルを構築している（[Liu 2007]，[Gruhl 2005]）．
Liu は，ブログへの投稿から感情認識モデルを構築し，感情情報を利用した場合, そうで
ない場合よりも精度よく売上を予測できる事を示している[Liu 2007]．Gruhl は，書籍に
言及しているブログへの書き込み数の時系列推移が，当該書籍の電子商取引サイトでの売
り上げランキングへ及ぼす影響を分析している[Gruhl 2005]．Asur と Duan は，映画興行
予測を行っている（[Asur 2010]，[Duan 2008]）．Asur は，映画が公開される前の Twitter
への投稿内容を使って公開一週間目のボックスオフィス売上を予測している[Asur 2010]．
Tweet 数で 97%の精度で予測し，Hollywood Stock Exchange (HSX)15での取引を用いた
予測より正確で，Tweet の内容がネガティブかポジティブかの感情情報を分析に加えると
さらに正確になることを示している．Duan は，Yahoo! Movies 16，Variety.com 17 ，
15 Hollywood Stock Exchange (http://www.hsx.com/) (2013/10/13) 
16 Yahoo! Movies(http://www.movies.yahoo.com) (2013/10/13) 
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BoxOfficeMojo.com18への投稿内容から興行予測を行っている． 
「閲覧者－自己管理可能メディア」領域において Goel は，Web の検索でのヒット数が
映画やビデオゲーム，音楽などのセールスと関係があり時間的変化まで類似していると述
べている[Goel 2010]．またエンタテインメント分野だけでなくインフルエンザの流行と，
関係するブログへの投稿数の一致なども時系列的なデータで提示している．Dupret と
Baeza-Yates は，クリックスルーログから利用者の関心を予測するモデルを提案している
（ [Dupret 2006]， [Baeza-Yates 2006]）．Dupret は，Attractiveness( 誘引性）や
Relevance(妥当性）を推定する方法の提案し，Baeza-Yates は自動的に利用者の興味を示
すフレームを提示する方法を提案している． 
 
(2) 政治・経済に関わる予測に関する研究 
政治・経済に関わる予測に関する研究には， [Tumasjan 2010]， [Bollen 2011]， 
[Tumarkin 2001]，[Kholodilin 2009]，[Schmidt 2011]，[Choi 2012]，[McLaren 2011]，
[Askitas 2009]，[Acquisti 2009]などがある．図 2.14 に示すように，主に投稿者側の視点
から自己管理不可能メディアに対する投稿内容を用いて予測分析を行っている．また閲覧
者側の視点では，主に検索エンジンの出力結果を用いた予測分析を試みている． 
「投稿者－自己管理不可能メディア」領域において Tumasjan は，Twitter の投稿数か
らドイツ議会選挙の選挙結果を予測し，投稿内容の感情を分析することで当時の政治状況
の考察も行っている[Tumasjan 2010]．Bollen は，Twitter の投稿内容を利用し，ダウ平
均株価（DJIA)のアップダウンを 87.6%の精度で予測できたと述べている[Bollen 2011]．
2008 年の 10 ヶ月間，利用者数 270 万人，Tweet 数 980 万回のデータから，感情を測定す
る 2 つのツール（OpinionFinder，Google-Profile of Mood States「GPOMS」19）を使用
し，測定結果と DJIA の終値とを比較することで予測できたとしている[Bollen 2011]．同
様に Kumarkin も，個人投資家の掲示板への書き込み頻度から，株式市場の収益率や取扱
高の時系列の推移を予測している[Tumarkin 2001]．また，「投稿者－自己管理可能メディ
ア」領域において Acquisti は，住所と誕生日に関する情報があれば，その人物の社会保障
番号（SSN）が予測できると述べている[Acquisti 2009]． 
17 Variety.com (Variety: http://www.variety.com) (2013/10/13) 
18 BoxOfficeMojo.com (Mojo: http://www.boxofficemojo.com) (2013/10/13) 
19 社会全体の気分の尺度を平穏，警戒，確信，活気，善意，幸福に分類 
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「投稿者－自己管理不可能メディア」と「閲覧者－自己管理可能メディア」の領域にお
いて Kholodilin と Schmidt は，閲覧者側からの視点で検索エンジンの出力結果を用いて
個人消費の予測を行っている（[Kholodilin 2009]，[Schmidt 2011]）．Kholodilin は，検
索データを説明変数に用いたモデルの方が，消費者コンフィデンス指標を説明変数に用い
たモデルより予測力が高く，特に平常時よりリーマン・ショックの様な緊急時の方が，予
測力が高いことを示している．Schmidt も同様の結果を示し，検索データの方がマクロ経
済指標（所得，金利，株価）を説明変数に加えたモデルよりも予測力が高かったと述べて
いる． 
Choi と Mclaren，Askitas は，投稿内容を分析し経済指標の予測を行っている（[Choi 
2012]，[McLaren 2011]，[Askitas 2009]）．Choi は，小売販売額，自動車販売，住宅販売，
旅行に関する経済指標の予測を行い，単純な時系列モデルに関連する検索データを説明変
数に加えると，特に自動車販売や住宅販売については予測力が高くなると述べている．
Mclaren も同様に，住宅価格指数や失業者数の予測において関連する検索データを説明変
数に加えると予測力が高くなると述べている[McLaren 2011]．Askitas は，就職支援サイ
ト名の検索データから失業率の予測を行い高い予測力を示している[Askitas 2009]． 
 
(3) つながりに関わる予測に関する研究 
 つながりに関わる予測に関する研究には，[Gilbert 2009]，[Gilbert 2012]， [Backstrom 
2011]，[Wang 2011]，[Yang 2011]，[Leskove 2010]，[Schifanella 2010]などがある．図
2.14 に示すように，主に投稿者側の視点から，自己管理不可能メディアに対する投稿内容
を用いて予測分析を行っている． 
Gilbert は，つながりの強さを予測している（[Gilbert 2009]，[Gilbert 2012]）．ソーシ
ャルメディアにおける 2,000 以上のつながりのデータセットを使用し，85%以上の精度で
つながりの強弱を予測し，更に予測できなかったつながりをインタビューで量的調査結果
を補っている．また[Gilbert 2012]では，Twitter のつながりから Facebook のつながりを
We Meddle20という Twitter アプリケーションを用いて，52 カ国，200,000 以上のつなが
りを予測している． 
Backstrom，Yang，Leskove は，リンク予測を行っている（[Backstrom 2011]，[Yang 
2011]，[Leskove 2010]）．Backstrom は，Facebook のリンク予測をノードとエッジの特
20 http://wemeddle.com/ (2013/10/13) 
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徴量（ノード：性別，年齢，趣味，エッジ：どういう関係か，同じ写真に何度登場したか）
を用いて行っている．Yang は，「Yahoo! Plus」において，関心ネットワーク（利用者とサ
ービス間接続）と友好ネットワーク（利用者間接続）に含まれる情報が相関していること
を示し，リンク予測を行っている．Leskove は，Epinions，Slashdot，Wikipedia の局所
的なリンク情報を特徴量としてエッジのポジティブ/ネガティブを予測している． 
Wang は， 600 万人のモバイル電話ユーザーの軌跡とコミュニケーション記録を調査す
ることによって，モバイルアクセスログからのコミュニケーション予測を行っている
[Wang 2011]．Schifanella は，ソーシャルメディアの友人関係から Last.fm の提案より正
確に好む音楽を予測できたと述べている[Schifanella 2010]． 
 
(4) 感情・性格に関わる予測に関する研究 
  感情・性格に関わる予測に関する研究には，[Liu 2008]，[Golbeck 2009]，[Golbeck 
2011]などがある．図 2.14 に示すように，主に投稿者側の視点から，自己管理不可能メデ
ィアに対する投稿内容を用いて予測分析を試みている． 
Liu と Golbeck は，満足度を予測している（[Liu 2008]，[Golbeck 2009]）．Liu は，Yahoo 
Answer の投稿された質問と回答の組み合わせから質問者満足感をモデル化してベストア
ンサーを予測している [Liu 2008]．Golbeck は，FilmTrust（映画評価のソーシャルメデ
ィア）のデータを用いて映画の満足度予測を行っている[Golbeck 2009]．評価の総類似度
だけを説明変数に用いるより，プロフィール特性の方がより正確に予測可能だと述べてい
る[Golbeck 2009]． 
また Golbeck は，Facebook のプロフィールから性格を予測することを試みている
[Golbeck 2011]．従来，正確に個性を計測するためには，性格テストを受ける必要があっ
たが，Facebook のプロフィール上で公的に入手可能な情報により予測することができる
と述べている． 
 
(5) 影響に関わる予測に関する研究 
 影響に関わる予測に関する研究には，[Suzuki 2010]，[Hong 2011]，[Szabo 2010]，
[Gomez 2010]，[Ginsberg 2008]，[Polgreen 2008]，[Johnson 2004]などがある．図 2.14
に示すように，主に投稿者側の視点から，自己管理不可能メディアに対する投稿内容を用
いて予測分析を試みている．また閲覧者側の視点では，主に検索エンジンの出力結果を用
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いた予測分析を試みている． 
「投稿者－自己管理不可能メディア」領域において Suzuki は，Twitter で地震，台風な
どの発生地を推測している[Suzuki 2010]．Twitter 利用者を Social Sensors と見なし，そ
の複数の投稿内容が影響を与えているターゲットイベントか否かを判断し，その大きさを
計測することで発生場所を推測している． 
Hong は，将来の Retweet 数でメッセージの人気度を予測している[Hong 2011]．メッ
セージ，時制の情報，メッセージのメタデータと利用者情報に基づいて何千もの Retweet
を引きつけるメッセージ予測することができると述べている． 
Szabo と Gommez は，投稿内容がどの様に影響し広がっていくかを予測している
（[Szabo 2010]，[Gomez 2010]）．Szabo は，digg.com と Google の YouTube に投稿され
たコンテンツが受け取るトラフィックを予測している[Szabo 2010]．digg.com の投稿票と
閲覧数は，夜間や週末よりもトラフィックがピークの時間帯の方が多く，YouTube の投稿
映像は 1 カ月後に閲覧数が増える傾向があったと述べている．Gommez は，1 億 7000 万
のブログを分析し，トップ 1,000 のマスコミ・サイトによるニュースの拡散が，残りのウ
ェブに情報を普及させると述べている[Gomez 2010]． 
「閲覧者－自己管理可能メディア」領域において Ginsberg，Polgreen，Johnson は，
閲覧者側からの視点で検索エンジンの出力結果を用いてインフルエンザの流行予測を行っ
ている（[Ginsberg 2008]，[Polgreen 2008]）．Ginsberg は，インフルエンザ流行と相関
のある検索クエリ（相関係数の高い上位 50 語）を調査し，アメリカの CDC（Centers for 
Disease Control and Prevention）報告との相関係数が，0.97（min=0.92;max=0.99）と
いう高い値を示している．同様に Polgreen は Yahoo!のクエリを用いて予測を行っている． 
 
(6) ソーシャルメディアを利用した予測に関する研究（R-3）の抱える課題 
本先行研究領域では，数多くの研究が行われているが，主に投稿者の投稿内容を「セー
ルスに関わる予測に関する研究」，「政治・経済に関わる予測に関する研究」，「つながりに
関わる予測に関する研究」，「感情・性格に関わる予測に関する研究」，「影響に関わる予測
に関する研究」の 5 領域で分析している．閲覧者側の視点でも予測に関する分析は行われ
ているが，[Ginsberg 2008]，[Polgreen 2008]など検索エンジンの出力結果を用いた分析
を例外として，数百人規模くらいまでのアンケート調査結果を用いた分析が主である．故
に，作為的な投稿者の投稿内容の影響を受けやすいという“作為的投稿影響問題”や
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[Nielsen 2006b]や[Nielsen 2013]で示されているように，アンケート実施時や検索エンジ
ンの出力結果利用時の“利用者バイアス問題”と“調査規模的問題”に対して注意深い扱
いを必要とする． 
 
2.3.5.  ソーシャルメディアを利用した信頼性評価に関する研究（R-4） 
ソーシャルメディアの投稿内容は，必ずしも信頼できるデータだけではないという考え
方から信頼性評価に関する研究も試みられている．ソーシャルメディアを利用した信頼性
評価に関する先行研究は，「レビューに関わる信頼性評価に関する研究」，「スパム判定に関
わる信頼性評価に関する研究」，「Web サイトに関わる信頼性評価に関する研究」，「情報に
関わる信頼性評価に関する研究」の 4 つに分類できる．その分類を，先行研究の分類にマ
ッピングしたものが図 2.15 である．本研究領域は，投稿者側の視点と閲覧者側の視点の両
視点で，自己管理可能メディアと自己管理不可能メディアの両メディアに対して，ソーシ
ャルメディアを利用した信頼性評価について分析を試みている．閲覧者側の視点では，主
にアンケート結果を用いた信頼性評価について分析を行っている． 
 
(1) レビューに関わる信頼性評価に関する研究 
 レビューに関わる信頼性評価に関する研究には，[Resnick 2000]，[Jindal 2008]，[Guo 
2011]，[Ott 2011]などがある．図 2.15 に示すように，主に投稿者側の視点から，自己管
理不可能メディアに対する投稿内容を用いて信頼性評価を行っている． 
Resnick，Jindal，Guo は，EC サイトにおける投稿された評価内容に対する信頼性評価
を行っている（[Resnick 2000]，[Jindal 2008]，[Guo 2011]）．Resnick は，eBay（1999
年)の商品評価システムを実証分析している．結果は，商品評価に対するフィードバックは
半数以上，大部分が肯定的な書き込みであり，購入者と販売者のフィードバックの間に高
い相関性があることを示している[Resnick 2000]．Jindal は，Amazon における商品評価
内容に対する信頼性評価方法を提案している[Jindal 2008]．評価が高い製品レビューの方
がスパムは少なく，評価が低い製品の方がスパムは多かったとしている．同様に Guo は，
EC サイトの 1つである TAOBAO21の商品レビューの信頼性評価を行っている[Guo 2011]． 
 
 
21 http://www.taobao.com/ (2013/10/13) 
44 
 
                                                   
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ott は，ホテルの「やらせレビュー」400 件と「本物レビュー」400 件を比較し，やらせ
レビュー中の文言や文脈パターンに着目して分析を試みている[Ott 2011]．結果，①やら
 
ソーシャルメディア利用者分類の視点
投稿者
閲覧者
自己管理可能メディア 自己管理不可能メディア
ソーシャルメディア分類の視点
レビュー
スパム
判定
情報
Webサイト
図 2.15 ソーシャルメディアを利用した信頼性評価に関する研究（R-4） 
レビュー：[Resnick 2000]，[Jindal 2008]，[Guo 2011]，[Ott 2011] 
スパム判定：[Benevenuto 2010]，[Lim 2010]，[Kolari 2006]，[Lin 2007]，[Guzella 
2009]，[Jindal 2010] 
web サイト：[Fogg 2001] ，[Wathen 2002]，[Dwyer 2007]，[Fogel 2009]，[DuBoi 
2011] 
情報：[Denning 2005]，[Adler 2006]，[Vuong 2008]，[Kittur 2006]，[Kittur 2008]， 
[Agichtein 2008]，[Suryanto 2009]，[Bian 2008]，[Mendoza 2010]，[Castillo  
2011] 
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せレビューは記述内容が大雑把であるが，本物レビューは詳細な記述であること，②やら
せレビューは動詞が多いのに対し，本物レビューは名詞が多いこと，という特徴を示して
いる． 
 
(2) スパム判定に関わる信頼性評価に関する研究 
 スパム判定に関わる信頼性評価に関する研究には，[Benevenuto 2010]，[Lim 2010]，
[Kolari 2006]，[Lin 2007]，[Guzella 2009]，[Jindal 2010]などがある．図 2.15 に示すよ
うに，主に投稿者側の視点から自己管理不可能メディアに対する投稿内容を用いて信頼性
評価を行っている． 
Benevenuto，Lim，Kolari，Lin，Guzella，Jindal は，投稿内容を分析しスパマーを
発見するための信頼性評価を行っている（[Benevenuto 2010]，[Lim 2010]，[Kolari 2006]，
[Lin 2007]，[Guzella 2009]，[Jindal 2010]）． 
Benevenuto，Lim は，スパムの分類手法を提案している（[Benevenuto 2010]，[Lim 
2010]）．Benevenuto は，Twitter の 5400 万人以上の投稿者，約 19 億のリンク数と約 18
億の投稿数を用いて信頼性評価を行っている[Benevenuto 2010]．スパマーはトレンドな
話題と URL を含んだつぶやきを行い，短縮 URL で関係ない Web サイトに誘導し混乱さ
せる傾向があり，提案手法を用いてスパマーの約 70%と非スパマーの約 96%を正しく分類
できたと述べている．Lim は，Amazon の商品レビューを分析し，スパマーの分類手法を
提案している[Lim 2010]．スパマーは影響を最大にするために，特定の製品グループをタ
ーゲットとし，製品評価で他のレビュー者とは異なる傾向を示す特徴があると述べている． 
Kolari，Lin，Guzella，Jindal は，スパムの特徴分析を試みている（[Kolari 2006]，[Lin 
2007]，[Guzella 2009]，[Jindal 2010]）．Kolari は，20 日間の約 1500 万ブログ更新デー
タを調査した結果，約 75%がスパムブログによる更新データであり，それは全英語ブログ
サイトの約 88%を占めると述べている[Kolari 2006]．また Lin は，スパムブログによる悪
影響として(a)情報検索品質の低下，(b)ネットワークとストレージの浪費，が特徴であるこ
とを示している[Lin 2007]．同様に，Guzella と Jindal もスパムの特徴分析を試みている
（[Guzella 2009]，[Jindal 2010]）． 
 
(3) Web サイトに関わる信頼性評価に関する研究 
 Web サイトに関わる信頼性評価に関する研究には，[Fogg 2001] ，[Wathen 2002]，
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[Dwyer 2007]，[Fogel 2009]，[DuBoi 2011]などがある．図 2.15 に示すように，閲覧者側
の視点から，自己管理可能メディアと自己管理不可能メディアの両メディアに対して，主
にアンケート結果を用いて信頼性評価を試みている． 
「閲覧者－自己管理可能メディア」領域において Fogg と Wathen は，Web サイトの信
頼性に影響を与える要素の調査分析を行っている（[Fogg 2001]，[Wathen 2002]）．Fogg
は，1992 年 12 月に 7 つの選択肢，51 項目の Web 調査を行い，Web サイトの信頼性に影
響を与える要素を“Real-World Feel”，“Ease of Use”，“Expertise”，“Trustworthiness”，
“Tailoring”，“Commercial Implication”，“Amateurism”の７つに分類している[Fogg 
2001]．Wathen は，「表面的な魅力」や「表面的なデザイン」などの技術的性質が信頼性
に影響を与えるとしている[Wathen 2002]． 
「閲覧者－自己管理不可能メディア」領域において Dwyer と Figel，DuBoi は，ソーシ
ャルメディア間の信頼性評価を行っている（[Dwyer 2007]，[Fogel 2009]，[DuBoi 2011]）．
Dwyer は，Facebook 利用者が Facebook サイトとその利用者に対し，より強い信頼を示
し情報共有することに意欲的な傾向を示し，MySpace が新しい人と出会うための Web サ
イトとして用いている傾向にあることを示している[Dwyer 2007]．Fogel も，大学生 205
人に対し，Facebook と MySpace におけるつながり方の信頼性評価を行っている[Fogel 
2009]．結果，女性より男性の方が危険性を持ったつながり方をし，MySpace より Facebook
の方が高い信頼度を示したと述べている．DuBoi は，同様に Wikipedia，Slashdot22，
Epinions23のポジティブ/ネガティブの信頼性評価を行い，Wikipedia，Epinion，Slashdot
の順に信頼性が高かったと述べている[DuBoi 2011]． 
 
(4) 情報に関わる信頼性評価に関する研究 
 情報に関わる信頼性評価に関する研究には，[Denning 2005]，[Adler 2006]，[Vuong 
2008]，[Kittur 2006]，[Kittur 2008]，[Agichtein 2008]，[Suryanto 2009]，[Bian 2008]，
[Mendoza 2010]，[Castillo 2011]などがある．図 2.15 に示すように，主に投稿者側の視点
から，自己管理不可能メディアに対する投稿内容を用いて信頼性評価を行っている． 
Denning，Adler，Vuong，Kittur は，Wikipedia の記載内容に対する信頼性評価を行
っている（[Denning 2005]，[Adler 2006]，[Vuong 2008]，[Kittur 2006]，[Kittur 2008]）． 
22 http://slashdot.org/ (2013/10/13) 
23 http://www.epinions.com/ (2013/10/13) 
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Denning は，Wikipedia の記載情報の信頼性評価を行い，①.正確性（Accuracy），②動
機（Motives），③不確実な専門性（Uncertain Expertise），④不安定性・変動性（Volatility），
⑤対象範囲の偏り（Coverage），⑥出典（Source）の 6 つのリスクがあると述べている
[Denning 2005]．Adler は，Wikipedia の編集履歴に着目し，編集されずに残っていた期
間を信頼性の指標にしている[Adler 2006]．Vuong は，Wikipedia 上で発生している信頼
性に関する論争を自動的に検出する手法を提案[Vuong 2008]し，Kittur は，Wikipedia の
記載情報の中で矛盾があると考えられる文の可視化と影響評価を行っている（[Kittur 
2006]，[Kittur 2008]）． 
Agichtein，Suryanto，Bian は，QA サイトでの質問者と回答者のやり取りに対して信
頼性評価を行っている（[Agichtein 2008]，[Suryanto 2009]，[Bian 2008]）．Agichtein
は，Q&A サイトでの利用者のやり取りを 2 部グラフで表現し，利用者スコア，hub スコ
ア（多く回答している利用者のスコア）を求め信頼性評価を試みている[Agichtein 2008]．
Suryanto は，回答者の専門性の高さを推測し，回答の質の面から信頼性評価を行ってい
る[Suryanto 2009]．また Bian も回答の質の面から信頼性評価を行っており，質問の回答
内容，利用者間のやり取り，回答に対するフィードバック情報に着目している[Bian 2008]． 
Mendoza と Castillo は，Twitter への投稿内容に対する信頼性評価を行っている
（[Mendoza 2010]，[Castillo 2011]）．Mendoza は，2010 年のチリ地震における Twitter
利用者の投稿内容について，災害における情報源としてのデマの発信，拡散についての分
類を行っている[Mendoza 2010]．Castillo は，“Twitter の投稿/再投稿(RT)のふるまい”，
“投稿内容”，“外部の引用情報”，を用い適合率と再現率が 70~80%の精度で，信頼できる
内容と信頼できない内容を自動分類できるとしている[Castillo 2011]． 
 
(5) ソーシャルメディアを利用した信頼性評価に関する研究（R-4）の抱える課題 
本先行研究領域では，投稿者側の視点と閲覧者側の視点の両視点から「レビューに関わ
る信頼性評価に関する研究」，「スパム判定に関わる信頼性評価に関する研究」，「Web サイ
トに関わる信頼性評価に関する研究」，「情報に関わる信頼性評価に関する研究」の 4 領域
で分析している．投稿者側の視点では投稿内容を分析しているが，これは本研究領域の目
的である投稿内容の信頼性評価のためであるため，作為的な投稿者の投稿内容の影響を受
けやすいという“作為的投稿影響問題”は発生しないと考えられる．閲覧者側の視点では，
少数の例外を除き，主に数百人規模くらいまでのアンケート調査結果を用いて信頼性評価
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を行っている．故に，[Nielsen 2006b]や[Nielsen 2013]で示されているように，アンケー
ト実施時や検索エンジンの出力結果利用時の“利用者バイアス問題”，“調査規模的問題” に
対して注意深い扱いを必要とする． 
 
2.3.6.  ソーシャルメディア利用者の行動分析に残された研究課題 
本研究はソーシャルメディア利用者の行動分析であるが，前述に示したようにソーシャ
ルメディアを取り巻く先行研究は数多く存在している．先行研究サーベイの結果，ソーシ
ャルメディア利用者の行動分析に関する研究領域には，以下の特徴があるといえる． 
 
< 先行研究の特徴 > 
A) 研究の基本は，投稿者から投稿された情報の分析か，登録制のソーシャルメディア
の場合であれば設定された個人のプロパティ情報の分析が主である．以下の 3 つの
研究領域は，投稿者から投稿された情報を分析し，定義・分離や計測・モデル化，
予測などを行っている（ソーシャルメディアを利用した信頼性評価に関する研究
（R-4）は，投稿された内容の信頼性評価であるためこの特徴からは除外している）． 
 ソーシャルメディアを利用した定義・分類に関する研究（R-1) 
 ソーシャルメディアを利用した計測・モデル化に関する研究（R-2) 
 ソーシャルメディアを利用した予測に関する研究（R-3） 
B) 一方で，閲覧者の存在の重要性は認識されており，その行動分析が試みられている． 
C) 閲覧者の分析は，①（登録制の場合のみ）設定された閲覧者の個人プロパティ情報
を分析する，②（登録制の場合のみ）「閲覧者数 = 登録者数 - 投稿した人数」，と
して量的分析を行う，③「投稿が少ない人」を「閲覧者」と定義して分析する，④
アンケート調査を行う，⑤検索エンジンの出力結果を使用する，が主流である．以
下の 3 つの研究領域は，主にアンケート調査や検索エンジンの出力結果を用いて閲
覧者の分析を行っている． 
 ソーシャルメディアを利用した計測・モデル化に関する研究（R-2) 
 ソーシャルメディアを利用した予測に関する研究（R-3） 
 ソーシャルメディアを利用した信頼性評価に関する研究（R-4） 
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(1) 投稿者側からの分析による影響 
 ソーシャルメディアの利用拡大により，ソーシャルメディアは新たな販売チャンネルと
して確立されてきている．同時に，ステルスマーケティングと言われる販売手法も行われ
るようになり社会的な問題になってきている．たとえば，2011 年 1 月に起きた不正業者に
よる大手口コミグルメサイト「食べログ」への口コミ代行等の“やらせ投稿 24”，2012 年
1 月に起きた大手 QA サイト「Yahoo!知恵袋」への口コミ代行等の“やらせ投稿 25”，2012
年 12 月に起き刑事事件に発展したオークションサイト「ペニーオークション」での“芸
能人やらせブログ投稿 26”など，社会的事件に発展した問題が数多く発生している． 
  
24 http://corporate.kakaku.com/press/release/20120105.html (2013/10/13) 
25 http://www.jalux.com/cgi-bin/news/download.cgi?file=0779.pdf (2013/10/13) 
26 
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%9A%E3%83%8B%E3%83%BC%E3%82%AA%E3
%83%BC%E3%82%AF%E3%82%B7%E3%83%A7%E3%83%B3%E8%A9%90%E6%AC
%BA%E4%BA%8B%E4%BB%B6 (2013/12/04) 
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ソーシャルメディア分類の視点
ソーシャルメディアを利用した
定義・分類に関する研究（R-1） ソーシャルメディアを利用した
計測・モデル化に関する
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ソーシャルメディアを利用した
信頼性評価に関する研究（R-4）
ソーシャルメディアを利用した
予測に関する研究（R-3）
作為的投稿影響問題
図 2.16 行動分析に残された研究課題（作為的投稿問題） 
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欧米においては消費者保護の観点からステルスマーケティングは違法であるとされ，日本
においても消費者庁から「インターネット消費者取引に係る広告表示に関する景品表示法
上の問題点及び留意事項」 27ガイドラインが出されている． 
この様な背景において，従来の研究の主流である，ソーシャルメディアへの投稿内容に
もとづく投稿者側からのソーシャルメディア利用者の行動分析では，作為的な投稿者によ
る投稿内容の影響を受けやすいという“作為的投稿影響問題”を抱えている．この問題を
抱えている主な研究領域は，図 2.16 に示すように，ソーシャルメディアを利用した定義・
分類に関する研究（R-1)，ソーシャルメディアを利用した計測・モデル化に関する研究（R-2)，
ソーシャルメディアを利用した予測に関する研究（R-3）である．この研究領域は課題解
決のために，投稿者側からの視点ではなく閲覧者側からの視点でソーシャルメディア利用
者の行動分析を行う手法が必要になってくる． 
 
27 http://www.caa.go.jp/representation/pdf/120509premiums_1.pdf (2013/10/13) 
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図 2.17 行動分析に残された研究課題（利用者バイアス問題） 
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(2) データ収集方法による影響 
 前述において示したとおり，従来の先行研究におけるデータ収集方法では，ソーシャル
メディア利用者の大部分を占めるとされる閲覧者の分析において，調査票を用いたデータ
収集か，検索エンジンの出力結果によるデータ収集が主流である．しかし，調査票を用い
たデータ収集では調査票の記入者を選択する時や調査票を記入する時，検索エンジンを用
いたデータ収集では検索結果を得る時，に発生し得るサンプリングバイアスや反応バイア
スの影響を受けてしまうという“利用者バイアス問題”を抱えている．また，調査票を用
いたデータ収集では，ソーシャルメディア利用者に対し，ある一定期間にわたり調査票を
記入してもらいデータ収集する必要があるため，大規模な調査には不向きであるという“調
査規模的問題”を抱えている． 
検索エンジンを使ったデータ収集では，検索エンジン提供者による，独自の結果出力ア
ルゴリズムや，広告効果を狙った SEO（Search Engine Optimization）などの施策で出
力結果がコントロールされている．つまり，検索エンジンの出力結果は，利用者が少なか
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計測・モデル化に関する
研究（R-2)
ソーシャルメディアを利用した
信頼性評価に関する研究（R-4）
ソーシャルメディアを利用した
予測に関する研究（R-3）
調査規模的問題
図 2.18 行動分析に残された研究課題（調査規模的問題） 
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らず検索アルゴリズムの影響を受けてしまうという“利用者バイアス問題”を抱えている． 
たとえば[Lampe 2010]は，自らの調査票を用いた研究の限界として，サンプリングバイ
アスと反応バイアスの影響を受けている可能性について言及している．また Nielsen はサ
ンプリングバイアスと反応バイアスについて，標本数を増やすために報酬を払うことによ
る影響や，検索エンジンの結果が検索エンジン提供会社のアルゴリズムにより表示され，
調査に有用ではない情報を多く含む影響を指摘している[Nielsen 2006b]．[Nielsen 2013]
では“調査規模的問題”について，ソーシャルメディア利用者のアクティビティには極端
に活発な期間とそうでない期間があり，分析結果に大きな違いが出る実験結果を示してお
り，データ収集時に調査規模をコントロールする必要性を示している． 
これらの問題を抱えている主な研究領域は，図 2.17，図 2.18 に示すように，ソーシャ
ルメディアを利用した計測・モデル化に関する研究（R-2)，ソーシャルメディアを利用し
た予測に関する研究（R-3）である．課題解決のためには，データ収集時のバイアスを受
けにくい大規模で即時的なデータ収集方法が必要になってくる． 
 
2.3.7.  本節のまとめ 
 先行研究は，投稿者側の視点から投稿内容を分析する場合，作為的な投稿者による投稿
内容の影響を受けやすいという“作為的投稿影響問題”を抱えている．また，この問題に
対応するために，ソーシャルメディア利用者の行動を閲覧者側の視点から分析する試みも
あるが，サンプリングバイアスや反応バイアスの影響を受けてしまうという“利用者バイ
アス問題”や大規模な調査には不向きであるという“調査規模的問題”を抱えている．こ
れらの先行研究の課題と，先行研究の分類の関係を示したものが図 2.19 である．図 2.19
では，2.3.1 で示した先行研究の分類に対し，2.3.2～2.3.5 で示した先行研究の特徴を踏ま
え，3 つの問題（“作為的投稿影響問題”，“利用者バイアス問題”，“調査規模的問題”）が
どの研究領域に関わっていて，本研究の対応範囲がどこになるのかを示している．本研究
は，図 2.19 に示すように 3 つの問題すべての影響を抱える研究領域である「ソーシャル
メディアを利用した計測・モデル化に関する研究（R-2)」，「ソーシャルメディアを利用し
た予測に関する研究（R-3）」に対応する手法を提案する． 
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2.4. ソーシャルメディア利用者の行動分析に関する  
本研究の貢献 
 
 2.3 節で示した研究課題を踏まえ，本研究では DNS クエリデータにもとづく，投稿者側
からではなく閲覧者側からソーシャルメディア利用者の行動分析を試みる．DNS はインタ
ーネットの基盤技術の 1 つであり，インターネット利用者が意識することなく，ソーシャ
ルメディア閲覧を含むインターネット上でのサービス利用時には，即時的に使用される機
能の 1 つである．特に本研究では，各国ごとに割り当てられた ccTLD（国別
Top-Level-Domain）28の 1 つで，日本に割り当てられた JP ドメイン名の DNS クエリデ
ータを用いて大規模で即時的なデータ収集を行う．これらの対応により，2.3 節で述べた
“作為的投稿影響問題”や“利用者バイアス問題”，“調査規模的問題”の解決を試みる． 
28 https://www.nic.ad.jp/ja/dom/types.html (2013/10/13) 
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図 2.19 本研究で対応する先行研究の課題 
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図 2.20 に本研究における分析対象範囲を示す．本研究では，3 つの問題（“作為的投稿
影響問題”，“利用者バイアス問題”，“調査規模的問題”）すべての影響を抱える「ソーシャ
ルメディアを利用した計測・モデル化に関する研究（R-2）」，「ソーシャルメディアを利用
した予測に関する研究（R-3）」の 2 つの研究領域を分析対象とする．前者については，第
4 章で，提案手法をソーシャルメディア利用者の実社会における行動分析に適用し，ソー
シャルメディアを利用した予測に関する研究領域（図 2.20 中の「ソーシャルメディアを利
用した計測・モデル化に関する研究（R’-2）」）において，提案手法の有効性を確認するた
めに日本映画の観客動員数予測を試みる．後者については，第 5 章で提案手法を応用し，
より大規模で複雑なソーシャルメディア利用者の実社会における行動分析を行うことで，
ソーシャルメディアを利用した計測・モデル化に関する研究領域（図 2.20 中の「ソーシャ
ルメディアを利用した予測に関する研究（R’-3）」）において，提案手法が大規模で複雑な
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行動分析も可能とすることを確認する．具体的には，日本政府が 3 年に渡り主導した“地
上波デジタル放送への移行”と，それを後押しする政策の 1 つであった“家電エコポイン
ト制度の実施”という実社会における 2 つの大きな社会現象に対し，DNS クエリデータ
にもとづき家電エコポイント数の発行数とソーシャルメディア利用との関連を計測するこ
とで，ソーシャルメディア利用者の行動の時間的推移の分析を試みる． 
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第 3 章 閲覧者視点からのソーシャルメディア 
利用者の行動分析手法 
 
 前章で述べたとおり，従来，ソーシャルメディア利用者の行動分析を試みる研究では，
投稿された情報（投稿内容，登録設定情報）やアンケート結果，または検索エンジンの出
力結果から得られたデータにもとづき，ソーシャルメディア利用者の行動を分析したり，
実社会で起きる現象を予測したりする投稿者側の視点からの研究が主流であった．ゆえに，
①作為的な投稿者による投稿内容の影響を受けやすいという“作為的投稿影響問題”，②ソ
ーシャルメディア利用者が，調査票の記入者を選択する時や調査票を記入する時，または
検索エンジンを利用して検索結果を得る時などに発生し得る，サンプリングバイアスや反
応バイアスの影響を受けてしまうという“利用者バイアス問題”，③ソーシャルメディア利
用者に調査票を記入させるため，大規模な調査には不向きであるという“調査規模的問題”
を抱えている． 
 本稿では，インターネットの基幹技術の 1 つである DNS のクエリデータにおける“異
なり数”を用いて，ソーシャルメディア利用者の“投稿者側”の視点からではなく，“閲覧
者側”の視点から，実社会で起きる現象を分析する手法を提案する．特に本研究は，DNS
の中でも各国毎に割り当てられた ccTLD29の 1 つである JP ドメイン名の DNS クエリロ
グを用いることで，大規模で即時的なデータ 30収集を特色とする． 
DNS クエリの結果は一意性があるため，検索する人によって結果が変わる様なことはな
く，検索エンジンを利用して検索結果を得る際に発生し得る“利用者バイアス問題”は発
生しない．また，ソーシャルメディアへのアクセス時などで用いられるインターネットの
基幹技術である DNS クエリログを用いて調査を行うため，ソーシャルメディア利用者に
意識させることなくデータ収集が可能である．しかし，本提案手法は，解決しなければな
らない“DNS キャッシュの影響”を抱えている． 
29 各国/地域に割り当てられたTop Level Domainで 255存在している（2012年 3月時点）． 
ccTLD は，ISO3166 で規定されている 2 文字の国コードを原則として使用している． 
30 2013 年 12 月時点での JP ドメイン名の DNS クエリ数は，約 16 億クエリ/日 
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 以下では，まず本提案手法におけるシステム構成と手法の詳細を示した後，提案手法が
抱える“DNS キャッシュの影響”について述べ，その改善方法について示す 31． 
 
 
3.1. システム構成 
  
図 3.1 に，一般的な DNS クエリの仕組みと，本研究におけるソーシャルメディア利用
者の行動を計測するシステムの構成を示す．DNS は，階層構造を持つ世界中に存在する多
数のサーバが協調しあって動作する分散型のデータベースである．この事例では，まず
Web の閲覧者によるブラウザの操作により，閲覧者が契約する ISP（Internet Service 
Provider）の DNS サーバに閲覧先 Web の URL である www.example.jp と IP アドレスの
変換が要求される．これに対し ISP の DNS サーバでは，階層的に配置された分散データ
ベースの最上位階層にあるルートサーバ（たとえば m.root-servers.net）から，1 つ下の
階層である.jp のアドレス情報を持つ JP-DNS サーバ（たとえば a.dns.jp）の IP アドレス
を取得し，次にその JP-DNS サーバ（a.dns.jp）から example.jp のアドレス情報を持つ
DNS サーバ（たとえば dns.example.ad.jp）の IP アドレスを取得する．最後にその DNS
サーバ（dns.example.ad.jp）から閲覧先 Web の URL（www.example.jp）の IP アドレス
を取得し，最終的にブラウザが動作する PC にその IP アドレス（www.example.jp の IP
アドレス）を通知する． 
このように再帰的な検索を行う URL と IP アドレスの変換手続きは，「再帰検索」また
は「再帰問い合わせ」と呼ばれる．また，検索業務を行いドメイン名と IP アドレスの対
応結果をキャッシュする DNS サーバ（図 3.1 では，ISP の DNS）は，「DNS キャッシュ
サーバ」，または「フルリゾルバ」と呼ばれる．これに対しドメイン名と IP アドレスの対
応付けを管理する DNS（図 3.1 では dns.example.ad.jp）は，「DNS コンテンツサーバ」
と呼ばれる． 
 本研究で利用する JP-DNS は，インターネットドメイン名の 1 つである JP ドメイン名
のための DNS である．JP ドメイン名は，2013/12/01 現在，総合計 1,353,969 の登録数が
あり，国内における主要な企業や政府機関，地方公共団体，ソーシャルメディアなどの 
 
31 本章の内容は[Mitamura 2013]に報告した内容にもとづく． 
58 
 
                                                   
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ネットワークサービスなどに使われている．つまり，JP-DNS は，日本におけるインター
ネットトラヒックの基幹システムとして多くのサービスに関わっている．本研究における
分析データの取得は，その JP-DNS（統計情報を公開している代表的な JP-DNS サーバで
ある図 3.1 の a.dns.jp/g.dns.jp）で行った．a.dns.jp32は，IPv4/IPv6 アドレスで IP anycast
技術を用い東京/大阪の複数拠点で運用 33されている．g.dns.jpは，IPv4アドレスでunicast
技術を用い東京拠点で運用されている． 
a.dns.jp，g.dns.jp の各々で取得されたログデータは，1 つのログデータとして統合した．
統合したログデータは，1 日 1 回のバッチ処理で，図 3.1 に示すソーシャルメディア利用
者の行動分析のための研究環境の１つである DNS クエリログデータ DB に転送・蓄積し
た後，行動分析に使用した．DNS クエリログ DB から行動分析を行うデータ処理フローに
ついては，3.4 節で述べる． 
32 http://jprs.jp/tech/jp-dns-info/a-dns-jp-ja.html (2013/10/13) 
33 http://jprs.jp/tech/jp-dns-info/2008-10-06-jp-dns-servers.html (2013/10/11) 
図 3.1 システム構成 
 
/
.jp
example.jp
TLD
SLD
root
dns.example.ad.jp
a.dns.jp/g.dns.jp
192.1.1.1
Example Ltd.
ISP
m.root-servers.net
DNS
DNS
DNS
DNS
Example.jp
Official  Site
http://www.example.jp/
Query
DNSクエリ
ログDB
Webの
閲覧者
59 
 
                                                   
3.2. 延べ数と異なり数 
 
本研究では，ソーシャルメディア利用者の行動を分析するために，DNS クエリデータと
して延べ数と異なり数という 2 種類の変数を用いる．延べ数は，Web サーバへのアクセス
回数（累積）といった一般的な指数であるが，異なり数は，たとえば Web サーバへアクセ
スする IP アドレスのユニーク数（種類数）である．本研究の重要な特徴である「異なり
数」については，以下，3.2.1，3.2.2 で説明する． 
 
3.2.1.  異なり数を用いた解析技術 
 異なり数を用いた研究は，主にネットワーク管理の技術領域で，解析技術への応用，計
測手法に関する研究，集計高速化に関する研究などが行われている．ここでは，本研究に
関わる解析技術への応用分野での先行研究について述べる． 
 ネットワーク管理の技術領域における異なり数を用いた解析技術への応用では，通常時
と異常時の変化検出に異なり数を用いられることが主である．１つは通常時と異常時をト
ラヒックの流れの変化から検出しようと試みる研究であり，もう 1 つは通常時と異常時を
ホストの振る舞いの変化から検出しようと試みる研究である．前者の研究には[Kim 2004]，
[Peng 2004]，[Lakhina 2005]，[Shomura 2008]があり，後者の研究には[Keys 2005] ，
[Mori 2005]，[Zhao 2005]がある． 
 [Kim 2004]，[Peng 2004]は，DDOS（Distributed Denial of Service）攻撃が行われた
ような異常時の特徴から異なり数を用いてホストの検出を行う提案をしている．DDOS 攻
撃の場合，多くのホストを踏み台にして攻撃先のホストへパケットを送るため，攻撃対象
となるホストでは送信元 IP アドレスの異なり数（種類数）が大きくなる，という特徴か
ら異常トラフィックの検出を試みる研究である．[Lakhina 2005]，[Shomura 2008]も同様
に IP アドレスやポート番号のエントロピーを計算することで異常トラフィックの検出を
試みている． 
 [Keys 2005] ，[Mori 2005]，[Zhao 2005]は，攻撃を起こすために脆弱ホストを探そう
としているホストの振る舞いから，異常ホストの検出を試みる研究である．これらの研究
は，脆弱ホストを探す振る舞いとして多くの異なるホスト先への接続を試みる必要がある
ため，送信先 IP アドレスの異なり数が多くなる傾向にある，という特徴を用いて異常ホ
ストの検出を試みている． 
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 本研究では，単位時間におけるソーシャルメディア利用者の送信元アドレスに関する異
なり数の大きさは，その単位時間に起きたソーシャルメディア利用者の特徴的な行動の現
れであると捉え，その異なり数を用いてソーシャルメディア利用者の行動分析を試みる． 
 
3.2.2.  本研究における延べ数と異なり数 
本研究における変数である延べ数と異なり数の概要を図 3.2 に示す．本研究における延
べ数は，図 3.2 において当該 Web サイト（example.jp）への DNS クエリが何回発生した
かという累計を示す数である．また異なり数は，当該 Web サイト（example.jp）への DNS
クエリが，何カ所から発生したかという種類を示す数である．本研究における異なり数で
は，Web サイトへのクエリ送出元 IP アドレスと Web サイトごとのクエリ送出元の国数の
2 種類の変数を用いる．前者は何台の機器から DNS クエリが発生したかを示し，後者は
何カ国から DNS クエリが発生したかを示す． 
 延べ数と異なり数の具体的な事例について，国際的な賞を数多く受賞した日本映画の公
式サイトへの DNS クエリデータを用いて，その特徴を説明する．図 3.2 に示す 3 つの変
数（Web サイトごとのクエリ数，Web サイトへのクエリ送出元の IP アドレス数，Web サ
イトごとのクエリ送出元の国数）を時系列グラフとしたものが図 3.3 である．図 3.3 のク
エリ数が図 3.2 の延べ数であり，図 3.3 の IP アドレス数，国数が図 3.2 に示す異なり数で
ある．図 3.3 の縦軸は変数値（左軸：Web サイトごとのクエリ数/ Web サイトへのクエリ
送出元の IP アドレス数，右軸：Web サイトごとのクエリ送出元の国数），横軸は当該日本
映画の公式サイトへの DNS クエリが初観測された日から公開前日までの日数である． 
図 3.3 には，当該日本映画に関係するイベント（完成披露記者会見，大手メーカーとキ
ャンペーン開始，国際映画賞のグランプリ受賞）を示したが，3 つの変数すべてにおいて，
イベント発生時に大きく増加する傾向が見られる．また，Web サイトごとのクエリ数（延
べ数）と Web サイトへのクエリ送出元の IP アドレス数（異なり数）は，類似した時系列
の推移傾向を示し，映画公開前 100 日前後（図 3.3 中の横軸 211 辺り）からいくつかのイ
ベント発生と共に徐々に増加している．また，この 2 つの変数は映画公開前 50 日程度（図
3.3 中の横軸 247 辺り）まで同じ傾向で推移するが，それ以降はクエリ数（延べ数）の方
が強い増加傾向を示している．それに対し Web サイトごとのクエリ送出元の国数（異なり
数）は，初クエリ観測（図 3.3 中の横軸 37 辺り）からすぐに立ち上がり，イベント発生
以外にも上下変動を繰り返しながら増加傾向を示している． 
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図 3.3 延べ数，異なり数の実際の時系列グラフ 
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3.3. DNS キャッシュの影響と異なり数 
  
DNS はキャッシュという機能を持っている．これは，ドメイン名単位に決められた
TTL34という時間の間，検索されたドメイン名と IP アドレスの対応データを保持し，TTL
満了までの間に，再度同じドメイン名に対する検索を受けた場合に，保持しているドメイ
ン名と IP アドレスの対応データを用いて代理応答する機能である． 
この機能はキャッシュサーバで提供され，図 3.1 の例では ISP の DNS サーバ 35で実行
される．3.1 節で示したように，本提案手法におけるデータ取得は JP-DNS サーバ（図 3.1
の a.dns.jp/g.dns.jp）で行い，そこへのクエリは ISP の DNS サーバなどキャッシュサー
バから送信される．そのため，ブラウザからの DNS クエリに対し，キャッシュサーバに
よる代理応答が行われる可能性があり，JP-DNS サーバでは必ずしもすべてのクエリを受
信できているとは言えない．つまり，JP-DNS サーバにおける単純な DNS クエリの延べ
数の計測では，キャッシュによる影響を受け，正しくソーシャルメディア利用者の行動を
計測できない可能性がある．しかし，JP-DNS サーバへの DNS クエリ送出元の IP アドレ
ス数や国数などの異なり数は，種類の数（異なるドメイン名から導かれる IP アドレスの
種類数や国の種類数）であるため，同じドメイン名の検索で機能する DNS キャッシュの
影響を受けにくいと言える． 
上述の背景を踏まえ提案手法では，当該 Web サーバに何回アクセスされたかを表す延べ
数より，何か所からアクセスされたかを表す異なり数の方が，DNS キャッシュの影響を受
けることなくソーシャルメディア利用者の行動を計測できると考え，単純な DNS クエリ
の延べ数ではなく DNS クエリから抽出される異なり数を用いて，ソーシャルメディア利
用者の行動を分析する．この延べ数と異なり数を用いたソーシャルメディア利用者の行動
分析に対する影響については第 4 章において示し，本分析における異なり数を用いること
の妥当性を検証する． 
 
34 ドメイン名の階層構造は，ゾーンに分割され分散管理されている．これらの分割された
ゾーンには，ドメイン名の運用方法を記述した SOA（Start Of Authority）と呼ばれるリ
ソースレコードがあり，そこで TTL（Time To Live）を指定する．  
35 DNS サーバには，管理しているドメイン名の情報を有する権威サーバ（Authoritative 
Server），権威サーバへの反復問い合わせや問い合わせた内容を一時保存するキャッシュ
サーバ（Cache Server），PC 等の検索プログラムであるスタブリゾルバ（Stub Resolver）
がある． 
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3.4. 閲覧者側視点からの行動分析 
 
本研究では，DNS クエリデータの異なり数を用いて閲覧者側の視点からソーシャルメデ
ィア利用者の行動分析を試みる．図 3.6 に，そのデータ処理フローを示す． 
 
■Step1：Web サイトの登録 
 ソーシャルメディア利用者の行動分析を行う対象との関係が一意に特定できる Web サ
イト（たとえば，SNS サイトや製品サイトなど）を選択し，対象 Web サイト DB に登録
する． 
■Step2：DNS クエリデータ処理 
 DNSクエリログ（本研究では図 3.1に示す a.dns.jp/g.dns.jpから転送されたログデータ）
を格納するデータベースに対し，対象 Web サイト DB に登録された Web サイトのドメイ
ン名について検索を行う．検索結果から参照元のアドレス情報（ドメイン名，IP アドレス，
AS 番号など）を取り出し，そのアドレスが登録/管理された国名/地域名との対応変換 DB
を検索する． 
■Step3：異なり数算出 
Step2 の結果を踏まえ，3.2 節で示した異なり数を時系列データとして計測し，異なり
数 DB に登録する． 
■Step4：分析対象データの実社会データ抽出 
Step1 で登録した Web サイトと，関連があると考えられる分析対象の実社会における観
測データ（たとえば，商品の売上高，個人や組織・団体などの活動記録など）を対象実社
会データ DB に登録する． 
■Step5：行動分析モデルの構築 
Step3，Step4 の結果を用いて，主成分分析，および回帰分析を行い行動分析モデルの
算出式を立てる．主成分分析における主成分は Step3 の結果から抽出し，回帰分析におけ
る目的変数は Step4，説明変数は Step3 の結果，または主成分分析で抽出した主成分を用
いる．主成分分析結果は，主成分 DB に登録する． 
■Step6：利用者行動分析 
 Step5 で抽出した主成分の適合性を確認し，ソーシャルメディア利用者の行動を明らか
にするために主成分間の関係性を分析する． 
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③ : Step3
④ : Step4
⑤ : Step5
⑥ : Step6
① : Step1
② : Step2
行動分析モデルの
構築
Webサイトの登録
DNSクエリ
データ処理
分析対象の
実社会データ抽出
異なり数算出
対象
WebサイトDB
DNSクエリ
ログDB
Observation 
target data対象実社会
データDB
主成分DB
利用者行動分析
アドレス
国名変換DB
異なり数 DB
図 3.6 データ処理フロー 
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3.5. 提案手法の検証 
  
 本章では，提案手法の基本的な設計が， 
 閲覧者側の視点からソーシャルメディア利用者の行動分析が可能（“作為的投稿影響問
題”への対応） 
 データ収集時のバイアスを受けにくいソーシャルメディア利用者の行動分析が可能
（“利用者バイアス問題”への対応） 
 大規模なソーシャルメディア利用者の行動分析が可能（“調査規模的問題”への対応） 
であることを示した． 
次章からは，提案手法を用いて具体的な実証検証を行う．第 4 章では，提案手法をソー
シャルメディア利用者の実社会における行動分析に適用し，ソーシャルメディアを利用し
た予測に関する研究領域において，提案手法の有効性を確認するために日本映画の観客動
員数予測を試みる．第 5 章では提案手法を応用し，より大規模で複雑な実社会における行
動分析を行うことで，ソーシャルメディアを利用した計測・モデル化に関する研究領域に
おいて，提案手法が大規模で複雑な行動分析にも有効であることを確認し，その利用者の
行動の時間的推移を明らかにする．具体的には，日本政府が 3 年に渡り主導した“地上波
デジタル放送への移行”と，それを後押しする政策の 1 つであった“家電エコポイント制
度の実施”という実社会における 2 つの大きな社会現象に対し，DNS クエリデータにも
とづき家電エコポイント数の発行数とソーシャルメディア利用の関連を計測することで，
ソーシャルメディア利用者の行動の時間的推移の分析を試みる． 
本提案手法は，ソーシャルメディア利用者の行動を把握する上で客観的なデータ計測を
可能とし，実社会で起きる現象を分析する手法を提案するものである． 
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第 4 章 ソーシャルメディアを利用した予測に
関する研究 
 
前章で，“作為的投稿影響問題”，“利用者バイアス問題”，“調査規模的問題”に対応で
きるソーシャルメディア利用者の行動分析手法を提案した．本章では，提案手法をソーシ
ャルメディア利用者の実社会における行動分析に適用し，ソーシャルメディアを利用した
予測に関する研究領域において提案手法の有効性を確認するために，映画の公式サイトへ
の閲覧を示す DNS クエリログから，日本映画の観客動員数の予測を試みる．分析対象で
ある日本映画は，2007 年に閣議決定された「文化芸術の振興に関する基本的な方針（第 2
次基本方針）36」や「国立メディア芸術総合センター（仮称）構想 37」で取り組むべき重
要コンテンツの１つとして取り上げられており，その予測研究の重要性も高まっている． 
具体的なソーシャルメディア利用者の行動分析対象として選択した映画の興行成績予
測研究は，主に米国においてマーケティング的な観点から実施されている．たとえば，当
初の潜在顧客規模(N0)，そのうち実際に観客となる割合(P0)，公開前の口コミ効果(σ)と
いう 3 つの変数から興行収入のモデル化を試みる研究[Castro 2006]，インターネット掲示
板への投稿量と評論家のレビュー数が映画興行の初期興行成績に対して与える影響の研究
[Liu 2006]，映画の興行収入の時系列推移において，映画ジャンルや公開時期などの変数
に加え，ブログでの映画に対する評価コメントが興行収入に及ぼす影響の研究[Mishne 
2006]などがある．[Mishne 2006]は，ブログへの投稿内容と興行収益の相関が，公開前で
0.454～0.542，公開後で 0.478～0.614 程度であることを示している． 
第 2 章で示したように，行動分析に関する先行研究は，“作為的投稿影響問題”や“利
用者バイアス問題”を抱えており，[Mishne 2006]もこの問題を抱えている．そこで本章
では，先行研究が抱える問題に対応する提案手法を用いて映画の観客動員数予測を行い，
提案手法の有効性を確認する 38． 
36 http://www.bunka.go.jp/bunka_gyousei/housin/kihon_housin_2ji.html (2013/10/16) 
37 http://www.bunka.go.jp/oshirase_other/2009/mediageijutsu_090514.html (2013/9/1) 
38 本章の内容は[三田村 2010]に報告した内容にもとづく． 
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4.1. 日本映画の観客動員数予測分析 
 
表 4.1 に観客動員数予測分析対象を示す．ソーシャルメディアを利用した予測分析にお
いて，映画公開初週とした理由は次の 2 つである． 
 
(a) 映画の公開初週の観客動員数（興行成績）を決定できれば，高い精度で全興行収入を
予測できる[Sawhney 1996]ことや，全興行成績の 25%は公開初週の 2 週間の成績が占
める[Litman 1998]など，興行成績における公開初週の重要性が示されているため． 
(b) 映画公開前では主な情報源は映画の公式サイトとなるが，映画公開後になるとその情
報源は広がることが推測され，興行成績に影響を与える要素が多くなりノイズが増加す
ると考えられるため． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 4.1 分析対象 
映画 
作品 .jp ドメイン名の公式サイトを持つ日本映画 
公開時期 2008 年 6 月～2009 年 11 月 
作品数 50 作品 
観客動員数 公開初週の動員数 
DNS のクエリデータ 
分析期間 2007 年 7 月～2009 年 11 月 
データ取得 JP-DNS のクエリ（a.dns.jp，g.dns.jp） 
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4.2. 分析の流れとデータ抽出範囲 
 
3.4 節で示した閲覧者側視点からの行動分析提案手法による分析を以下の流れで行った． 
 Step1：Web サイトの登録 
2008 年 6 月から 2009 年 11 月の間に公開された，.jp ドメイン名の公式サイトを持
つ日本映画の Web サイトを対象 Web サイト DB に登録する（50 作品が対象）． 
 Step2：DNS クエリデータ処理 
Step1 で登録した Web サイトのドメイン名を DNS クエリログ DB から検索し，ク
エリ数の計算と参照元のアドレス情報（ドメイン名，IP アドレス）を取り出し，IP
アドレスから国名に変換する DB を用いて IP アドレスと国名の変換を行う． 
 Step3：異なり数算出 
Step2 の結果から，IP アドレスと国名の日次，月次の異なり数を計算し，異なり数
DB に登録する． 
 Step4：分析対象データの実社会データ抽出 
Step1 で登録した日本映画の公開初週の観客動員数を，対象実社会データ DB に登
録する． 
 Step5：行動分析モデルの構築 
 分析 1：単独変数による説明力分析 
      観客動員数とクエリ数，IP アドレス数，国数の 3 変数を用いて単回
帰分析を行う．ここでは，延べ数，異なり数の説明力と DNS キャ
ッシュによる影響について分析を行う． 
 分析 2：変数の組み合わせによる重回帰分析 
      DNS キャッシュの影響を考慮し，IP アドレス数，国数の組み合わ
せで重回帰分析を行う． 
 分析 3：回帰式の説明力の改善 
分析 2 で実施した重回帰分析結果において，実務への適用を考慮し 
事例固有の説明力改善を行う． 
 
本分析におけるデータ抽出範囲を表 4.2 に示す． 
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4.3. 計測データの説明力分析 
 
まず，クエリ数，IP アドレス数，国数の各々の説明力を分析するために，各変数を用い
た単回帰分析を行った．単回帰分析の結果を表 4.3 に示す． 
 
相関係数は，IP アドレス数＞国数＞クエリ数となった．このことから，延べ数（クエリ
数）よりも異なり数（IP アドレス数と国数）の方が高い説明力を示すことがわかった．更
に，表 4.4 に示すように，クエリ数と IP アドレス数は相関係数が高く，重回帰分析時に多
重共線性を起こす可能性がある． 
また，観客動員数の実測と予測の差（残差）がマイナス（表 4.5 で▲と表示）となった
作品数は，延べ数よりも異なり数の方が多く（クエリ数：28 作品，IP アドレス：26 作品，
国数：24 作品），残差の分散も大きい傾向となった． 
 
これらの結果から，次のことが明らかとなった． 
(a) 映画の公開初週の観客動員数は，異なり数と正の相関がある． 
    Web サイトへの DNS クエリが何回あったかという延べ数と，どこからあったかと
いう異なり数を比較した場合，観客動員数の増加に結び付く情報は，その映画の情
報が公開前にどの程度広がったのか，という影響範囲が重要になる傾向が見られる． 
(b) IP アドレス数とクエリ数は，相関係数が高い． 
(c) 異なり数は延べ数よりも説明力が高い．この事は，DNS キャッシュの影響を考慮し
た提案手法の妥当性を示唆している． 
 
以上を踏まえ観客動員数の予測式の変数には，延べ数ではなく異なり数を用いる． 
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クエリ数 クエリ初観測日から映画公開前日までに発生したクエリ累計数 
IP アドレス数 クエリ初観測日から映画公開前日までの各日にアクセスしてきた IP アドレスの種類 
国数 クエリ初観測日から映画公開前日までの各日にアクセスしてき
た国の種類 
 
 
 
 
 
延べ数 異なり数 
クエリ数 IP アドレス数 国数 
相関係数 0.644 0.776 0.695 
標準誤差 139843.3 115335.9 131508.6 
平均 87607.4 45320.0 83.3 
 
 
 
 
 
 クエリ数 IP アドレス数 国数 
クエリ数 1 - - 
IP アドレス数 0.763 1 - 
国数 0.570 0.535 1 
表 4.2 抽出範囲 
表 4.3 単回帰分析結果 
表 4.4 変数間の相関係数 
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映画作品 残差（クエリ数） 残差（IP アドレス数） 残差（国数） 
movie01 372,372.6 271,067.6 161,690.4 
movie02 201,119.4 153,967.5 99,625.2 
movie03 166,641.6 165,954.5 74,988.1 
movie04 ▲ 185,543.4 ▲ 295,470.7 ▲ 61,184.0 
movie05 46,164.6 33,086.1 103,179.0 
movie06 112,003.6 91,172.8 ▲ 54,705.1 
movie07 ▲ 56,985.3 ▲ 41,864.9 10,611.6 
movie08 37,695.6 11,490.6 ▲ 42,783.3 
movie09 21,883.6 ▲ 7,765.9 50,751.6 
movie10 23,882.2 25,452.1 ▲ 43,682.5 
movie11 6,862.0 18,784.8 ▲ 104,417.3 
movie12 ▲ 55,475.2 ▲ 84,527.4 ▲ 50,569.7 
movie13 ▲ 22,863.3 257.2 27,896.2 
movie14 ▲ 144,616.0 ▲ 133,837.0 ▲ 1,365.7 
movie15 ▲ 233,732.0 ▲ 269,307.8 ▲ 84,971.9 
movie16 ▲ 32,846.3 ▲ 22,824.0 9,684.9 
movie17 25,988.2 23,977.2 129,186.6 
movie18 65,944.8 81,678.6 106,180.6 
movie19 ▲ 90,474.0 ▲ 83,808.1 27,007.3 
movie20 ▲ 68,453.1 ▲ 61,621.8 5,608.6 
movie21 473.7 ▲ 14,976.6 14,115.4 
movie22 ▲ 15,163.2 ▲ 13,396.0 ▲ 48,942.5 
movie23 ▲ 120,510.4 ▲ 179,318.6 ▲ 78,421.7 
movie24 ▲ 46,138.5 ▲ 40,438.6 ▲ 82,400.9 
movie25 ▲ 58,388.6 ▲ 118,765.2 ▲ 178,102.0 
表 4.5 単回帰分析結果（作品別観客動員数の残差比較） 
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映画作品 残差（クエリ数） 残差（IP アドレス数） 残差（国数） 
movie26 ▲ 36,771.6 53,023.9 39,692.1 
movie27 250,630.7 ▲ 29,874.7 188,957.7 
movie28 185,312.9 3,085.7 10,268.9 
movie29 ▲ 81,360.1 63,945.3 59,498.2 
movie30 488,742.0 361,777.5 521,606.5 
movie31 125,510.6 16,877.5 212,267.5 
movie32 24,308.0 ▲ 83,971.9 ▲ 92,774.8 
movie33 ▲ 151,204.2 ▲ 20,878.1 ▲ 24,538.6 
movie34 ▲ 59,847.1 ▲ 159,235.9 137,453.9 
movie35 17,651.0 ▲ 866.9 7,175.1 
movie36 ▲ 197,774.5 2,380.1 16,539.8 
movie37 ▲ 107,498.9 ▲ 21,328.2 ▲ 184,779.3 
movie38 ▲ 114,170.8 ▲ 43,143.0 51,432.3 
movie39 175,887.9 219,893.0 ▲ 39,391.5 
movie40 20,806.3 1,441.2 42,155.4 
movie41 ▲ 57,609.5 ▲ 38,539.7 ▲ 209,442.5 
movie42 45,622.4 60,655.6 ▲ 70,285.6 
movie43 ▲ 64,349.8 ▲ 14,357.5 ▲ 82,780.4 
movie44 19,738.8 ▲ 27,004.5 137,028.7 
movie45 ▲ 25,908.7 54,710.7 ▲ 41,450.2 
movie46 ▲ 146,285.4 116,918.9 ▲ 160,124.4 
movie47 ▲ 9,494.1 1,052.7 ▲ 265,996.6 
movie48 ▲ 207,129.6 ▲ 55,208.5 ▲ 255,852.2 
movie49 ▲ 8,626.0 36,266.4 41,736.0 
movie50 ▲ 36,023.1 ▲ 6,586.4 ▲ 27,375.1 
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4.4. 重回帰分析の結果 
 
4.3 節の結果を踏まえ，説明変数に国数と IP アドレス数（いずれも異なり数）を用いた
重回帰分析を行った．結果を図 4.1，図 4.2，表 4.6 に示す． 
まず「国数+IP アドレス数」の相関係数と自由度調整済み決定係数であるが，図 4.1， 
図 4.2 に示すように「クエリ数」，「IP アドレス数」，「国数」の単回帰結果よりも共に大き
く改善している．また表 4.6 に示すように，説明変数である国数と IP アドレス数の回帰式
における各々の影響力は，IP アドレス数（t 値：6.106）の方が国数（t 値：4.222）より
も大きいという結果になった． 
予測式は次のとおりである． 
𝒴𝒴 = 3457.257𝒳𝒳1 + 3.807515𝒳𝒳2 - 256791  
 
ここで， 
 𝒴𝒴 ：日本映画の公開初週の観客動員数 
 𝒳𝒳1：国数（異なり数：公開前日時点） 
 𝒳𝒳2：IP アドレス数（異なり数：公開前日時点） 
 
 参考までに「国数+IP アドレス数」に「クエリ数」を変数として加えた場合の回帰分析
結果も図 4.1，図 4.2，表 4.7 に示す．図 4.1 に示すように，相関係数は同程度（両者とも
0.844）の数値となっているが，自由度調整済み決定係数の数値は，図 4.2 に示すように
0.699 から 0.693 へと下がっており説明力は落ちている．また，表 4.7 に示すようにクエ
リ数の t 値は小さく多重共線性の疑いが強い．この事もソーシャルメディアを利用した予
測分析において，延べ数よりも異なり数を用いた提案手法の有用性を示している． 
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図 4.1 相関係数比較 
図 4.2 自由度調整済み決定係数比較 
 
国数+公開日直近
IP アドレス数 
 
国数+公開日直近
IP アドレス数 
75 
 
  
 
  
国数+IP アドレス数 国数+公開日直近期間IP アドレス 
回帰係数 t 値 回帰係数 t 値 
説明変数
 
切片 
-256791 -4.231 -248298 -4.438 
国数 
3457.257 4.222 3120.225 4.031 
IP アドレス数 
3.808 6.106 - - 
公開日直近期間 IP アド
レス数 - - 5.298 7.053 
 
 
 
 
 
  回帰係数 t 値 
切片 -259047 -4.232 
国数 3517.432 4.061 
IP アドレス数 3.937 4.695 
クエリ数 -0.099 -0.234 
 
 
 
 
 
表 4.6 回帰係数と t 値 
表 4.7 回帰係数と t 値（変数：延べ数追加） 
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4.5. 予測力改善の試み 
 
本節では実務への適用を考慮し，映画興行予測を行う場合における，予測力の改善を試
みる．改善にあたっては，単回帰分析で説明力のもっとも高かった変数である IP アドレ
ス数に着目した． 
たとえば図 4.3 のグラフは，ある映画の IP アドレス数の時系列データである．縦軸は
IP アドレス数，横軸は DNS クエリの初観測日から映画公開前日までの日数である．この
時系列データの推移をみると，公開日に近づくにつれて IP アドレス数は増加しているが，
傾向には段階的な特徴が見られる．公開日 5 ヶ月以上前では，ほとんどデータ観測が見ら
れず，5 ヵ月前から 3 ヶ月前の間でいったん緩やかな増加となり，2 ヶ月前から 1 ヶ月前
で急激な増加傾向に変わる． 
これらの傾向を踏まえ本改善の試みでは，IP アドレス数のデータ抽出において，｢公式
サイトに対し，より映画公開日に近く，より多くの国からアクセスがある日は，ソーシャ
ルメディア利用における予測分析に有効な情報が，より多く集まっている｣と考えて，「よ
り映画公開日に近く，国数が平均よりも多い日が連続している期間」の IP アドレス数の
累計（以下，公開日直近期間 IP アドレス数）を計測することで予測力の改善を試みた． 
公開日直近期間 IP アドレス数の抽出領域例を図 4.4 に示す．図 4.4 の左縦軸は IP アド
レス数，右縦軸は国数，横軸は初クエリ観測からの日数である．右縦軸 4.8 の横線が国数
の平均値を示し，それを超える公開日により近い連続した期間の公開日直近期間 IP アド
レス数（図中右端の両矢印で示した期間）が，改善を試みるデータ抽出対象領域である． 
このような方針を踏まえ，IP アドレス異なり数のデータ抽出を全分析対象作品に対して
行い，｢国数+公開日直近期間 IP アドレス数｣での回帰分析を行った．この結果も図 4.1，
図 4.2，表 4.6 に示す．  
まず相関係数と自由度調整済み決定係数の変化は，図 4.1，図 4.2 に示すようにそれぞ
れ 0.844 から 0.865 へ，0.699 から 0.738 へと共に約 3%改善した．また改善された回帰式
において表 4.6 に示す t 値を見ると，国数の t 値は 4.222 から 4.031 に若干減少したが，｢公
開日直近期間 IP アドレス数｣の t 値（7.053）は｢IP アドレス数｣の t 値（6.106）から大き
く伸びており，｢公式サイトに対し，より映画公開日に近く，より多くの国からアクセスが
ある日は，ソーシャルメディア利用における予測分析に有効な情報が，より多く集まって
いる｣という考えは，誤りではなかったことを示唆している． 
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改善を行った場合の予測式は次のとおりである． 
𝒴𝒴 = 3120.225𝒳𝒳1 + 5.297912𝒳𝒳2 - 248298   
 
ここで， 
  𝒴𝒴 ：日本映画の公開初週の観客動員数 
  𝒳𝒳1：国数（異なり数：公開前日時点） 
  𝒳𝒳2：公開日直近期間 IP アドレス数 
〈ただし，国数が平均値を超えた連続期間の累計〉 
 
 
4.6. 実務への適用可能性 
 
前節まで，提案手法を用いて映画公開初週の観客動員数の予測を行い，提案手法の有効
性を検証した．投稿者側からの視点による従来手法[Mishne 2006]の予測力が，相関係数
で 0.478～0.614 であるのに対して，閲覧者側からの視点による提案手法では 0.865 と同
等の結果を得ることができた． 
本節では，前節までに示した日本映画の観客動員数予測式の実務への適用可能性につい
て考察する． 
本研究の実務適用可能性を探るために，実務家へのインタビューを行った．映画配給会
社によっても差異は出ると考えられるが，公開前の主な決定事項と時期は次のような目安
であるとのことであった． 
 
 公開 2 週間程度前まで：シネマコンプレックスの席数決定 
 公開 1 ヶ月程度前まで：メディアへの広告枠決定 
 公開 3 ヶ月程度前まで：上映館（施設）の決定 
 
 
 
 
 
79 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
このことから，実務では最低でも映画公開の 2 週間前，可能であれば 1 ヶ月から 3 ヶ月
くらい前の時点での観客動員数の予測を求められることがわかった． 
実務への適用可能性を検証するため，データ計測時期を映画公開前日から 2 週間単位で
2 ヶ月前までさかのぼり，4.5 節で示した予測式の予測力がどのように推移するのかを分析
した．今回分析対象とした映画作品は，初クエリの発生から映画公開前までの期間におい
て 3 ヶ月に満たない作品があったため，分析は 2 ヶ月前までとした．自由度調整済み決定
係数の推移を図 4.5 に，観客動員数予測力の推移を図 4.6 に示す． 
まず，自由度調整済み決定係数の推移であるが，図 4.5 に示すように映画公開の 1 ヶ月
前で 0.608 と高い説明力を示す結果となった．観客動員数予測力の推移については，図 4.6
に示す予測と実測が一致する実線を軸に分布を見ると，0.5 ヶ月前の段階で観客動員数の
大きな作品から外れ始め，映画公開前日からさかのぼるほど，実測値よりも予測値が低く
なる傾向を示す結果となった．図 4.5，図 4.6 から全体的な推移傾向は，公開前日から 1
ヶ月前までは緩やかに下がり，1 ヶ月前と 1.5 ヶ月前の間で落ち込みが大きくなり，その
後再度緩やかに下がることがわかった． 
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0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8
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1.5ヶ月前
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公開前日
図 4.5 自由度調整済み決定係数の推移 
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図 4.6 観客動員数予測力の推移 
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観客動員数  
平均 203,616.08 
標準誤差 25,594.02 
中央値  156,934.50 
最小 17,480 
最大 987,384 
標本数 50 
 
 
次に，もう少し詳細に観客動員数の実測と予測の差異について分析する．分析対象とし
た映画の観客動員数に関する基本統計量を表 4.8 に示す． 
この基本統計量を踏まえ，観客動員数の標準誤差である 2.5 万人単位，および平均値と
標準誤差の比率である 12.5％単位の差異を基本として A から F までの 6 つに分類した． 
 
A：予測と実測の差異が 2.5 万人未満，または 12.5%未満 
B：予測と実測の差異が 2.5 万人以上 5 万人未満，または 25%未満 
C：予測と実測の差異が 5 万人以上 7.5 万人未満，または 37.5%未満 
D：予測と実測の差異が 7.5 万人以上 10 万人未満，または 50%未満 
E：予測と実測の差異が 10 万人以上 12.5 万人未満，または 67.5%未満 
F：予測と実測の差異が 12.5 万人以上，または 67.5%以上 
 
 この 6 分類における期間毎の作品数と全体に対する占有率（分類内の作品数/全作品数）
が，どのように推移するのかについて示したものが表 4.8 である．この結果から本研究に
おける提案手法では，映画公開の１ヶ月前において観客動員数の予実の差異が 7.5 万人未
満または 37.5%未満（ 表 4.9 の A+B+C ）に収まるものが 64%で，実務にも有用な精度
を持つことがわかった． 
表 4.8 基本統計量（観客動員数） 
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4.7. TTL 値の影響考察 
  
本節では，4.6 節で示した予測力に対し，3.3 節で示した DNS キャッシュの影響と関わ
りが深い TTL 値が，予測力にどの程度の影響を与えているかを考察する． 
まず，本研究で取り上げた 50 作品の映画公式サイトにおける，TTL 値別の作品数割合
を図 4.7 に示す．TTL 値は，120 秒～259200 秒まで広い範囲で分布している． 
図 4.8 は，観客動員数が同程度で，TTL 値が異なる映画公式サイトにおいて，同一 IP
アドレスからの DNS クエリ数を調べた事例である．縦軸は DNS クエリ数であり，横軸は
国数+公開日直近期間 IP
アドレス数 
作品数 
A B C D E F 
公開前日 20 11 7 2 4 6 
0.5 ヶ月前 16 4 14 6 3 7 
1 ヶ月前 10 11 11 6 4 8 
1.5 ヶ月前 15 6 8 2 6 13 
2 ヶ月前 11 9 6 5 1 18 
国数+公開日直近期間 IP
アドレス数 
占有率 
A A+B A+B+C 
公開前日 0.40 0.62 0.76 
0.5 ヶ月前 0.32 0.40 0.68 
1 ヶ月前 0.20 0.42 0.64 
1.5 ヶ月前 0.30 0.42 0.58 
2 ヶ月前 0.22 0.40 0.52 
表 4.9 作品数と占有率の推移 
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DNS クエリの初観測日から映画公開前日までクエリ数を 1 日単位で計測し，DNS クエリ
数の多い日順に並べたものである．TTL 値は 900 秒，3600 秒，28800 秒，86400 秒で，
観客動員数は，各々，260,115 人，247,042 人，302,068 人，288,050 人である．図 4.8 に
示すように，観客動員数が同程度であっても，TTL 値の違いによらず，クエリ数は多い日
で 50 回程度を記録しグラフの傾向も類似している．このことから，TTL 値が短ければク
エリ数は多くなるなど，TTL 値の長短とクエリ数の大小には必ずしも明確な規則性がある
とは言えない． 
表 4.10 は，ある同一の DNS クエリ送出元 IP アドレスにおける TTL 値別，観客動員数
別（100,000 人単位）のクエリ数比較である．観客動員数別に示すクエリ数は，DNS クエ
リ初観測日から映画公開前日までの期間における 1 日あたりの最大数である．TTL 値と観
客動員数の接点（列と行の接点）内に対象となる映画作品が複数存在する場合は，その中
からクエリ数が最大となるものを記載した．たとえば TTL 値が 86400 秒で，観客動員数
が 100,000 人以下の作品群において，同じ DNS クエリ送出元 IP アドレスから 1 日最大
36 回のクエリが存在した作品があることを示している．表 4.10 から，本研究で取り上げ
た 50 作品の観客動員数別 1 日当たりのクエリ数と，TTL 値までキャッシュした場合の 1
日当たりの想定クエリ数の間には，明確な規則性は見られない． 
 
以上の考察により，次の 2 点が明らかとなった． 
① TTL 値の長短とクエリ数の大小には，必ずしも明確な規則性があるとは言えないこと． 
② 観客動員数別 1 日当たりのクエリ数と，TTL 値までキャッシュした場合の 1 日当たり
の想定クエリ数の間には，規則性が見られないこと． 
 
これらの結果から，本研究において TTL 値は，観客動員数に対する予測力に大きな影響を
与えているとは言えないと推測できる． 
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表 4.10 TTL 値別，観客動員数別クエリ数比較 
 
 
 
 
TTL 値（秒） 120 900 3600 
観客動員数
 
0-100,000 - 53 74 
100,001-200,000 153 70 52 
200,001-300,000 - 51 52 
300,001-400,000 - 46 - 
400,001-500,000 - 89 - 
800,001-900,000 - - 88 
900,001-1000,000 - 39 - 
TTL 値までキャッシュした場合の 1
日当たりの想定クエリ数 
720 96 24 
TTL 値（秒） 28800 86400 259200 
観客動員数
 
0-100,000 - 36 - 
100,001-200,000 21 51 15 
200,001-300,000 21 51 - 
300,001-400,000 78 - - 
400,001-500,000 - - - 
800,001-900,000 - - - 
900,001-1000,000 - - - 
TTL 値までキャッシュした場合の 1
日当たりの想定クエリ数 
3 1 0.3 
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4.8. 本章のまとめ 
  
本章では，提案手法をソーシャルメディア利用者の実社会における行動分析に適用し，
ソーシャルメディアを利用した予測に関する研究領域において，提案手法の有効性を確認
するために日本映画の観客動員数予測を試みた． 
 行動分析に関する先行研究は，①投稿者の投稿内容を分析する，②調査票を用いたアン
ケート調査結果を分析する，③検索エンジン結果を分析する，が主な手法であった．しか
し，これらの手法は，“作為的投稿影響問題”や“利用者バイアス問題”を抱えている．そ
こで本章では，先行研究が抱える問題に対応する提案手法を用いて映画の観客動員数予測
を行い，提案手法の有効性を確認した．これにより，投稿者側の視点からではなく，DNS
クエリデータを用いた閲覧者側の視点から，ソーシャルメディア利用者の実社会における
行動予測が可能であり，提案手法が先行研究の抱える問題に対応できることを確認した．
提案手法は，DNS クエリログを用いてソーシャルメディア利用者の実社会における行動分
析を行う手法であるが，映画の観客動員数の予測結果からは，ソーシャルメディア利用者
の行動分析に加え，実社会で起きる現象の動向予測になっていることに注意されたい． 
また，実務への有用性については，実務家へのインタビューで最低でも映画公開の 2 週
間前，可能であれば 1 ヶ月から 3 ヶ月くらい前の時点で，観客動員数の予測が求められて
いることがわかった．本提案手法では，映画公開の１ヶ月前においても観客動員数の予実
の差異が 7.5 万人未満または 37.5%未満（ 表 4.9 の A+B+C ）に収まるものが 64%で，
実務にも有用な精度を持つことを明らかにした． 
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第 5 章 ソーシャルメディアを利用した計測・ 
モデル化に関する研究 
 
 前章では，提案手法をソーシャルメディア利用者の実社会における行動分析に適用し，
日本映画の観客動員数を予測することで，提案手法が先行研究の抱える問題に対応できる
ことを確認した．  
本章では，提案手法を応用し，より大規模で複雑なソーシャルメディア利用者の実社会
における行動分析を行うことで，提案手法が大規模で複雑な行動分析も可能とすることを
確認する．更に，そのソーシャルメディア利用者の行動の時間的推移も明らかにする．具
体的には，日本政府が 3 年に渡り主導した“地上波デジタル放送への移行”と，それを後
押しする政策の 1 つであった“家電エコポイント制度の実施”という実社会における複数
の社会現象に対し，家電エコポイント数の発行数と DNS クエリデータにもとづくソーシ
ャルメディア利用の関係性を計測することで，ソーシャルメディア利用者の行動の時間的
推移を分析する 39． 
 
 
5.1. 日本における地上波デジタル放送への移行と家電 
エコポイント制度 
 
 2011 年 7 月，日本ではアナログテレビ放送を停止し，地上波デジタル放送への移行を完
了させる．日本政府が 2006 年にアナログテレビ放送からデジタルテレビ放送への移行を
発表した後，日本ではこの移行について多くの注目が集まった．日本政府は，2009 年から
様々な Web サイトを立ち上げ，それらを活用しながら政策を推進した．家電エコポイント
制度 40は，政策推進のための 1 つの施策であり，①地球温暖化対策の推進，②経済活性化，
③地上デジタル放送対応テレビの普及を目的として，統一省エネラベル４☆相当以上のエ
39 本章の内容は[Mitamura 2013]に報告した内容にもとづく． 
40 http://www.meti.go.jp/press/2011/06/20110614002/20110614002-2.pdf (2013/10/13) 
89 
 
                                                   
アコン・冷蔵庫・地上デジタル放送対応テレビの購入者に対し，2009 年 5 月から 2011 年
3 月の購入期限までエコポイントが発行された政策である（平成 23 年 1 月以降，エコポイ
ントの発行対象を５☆製品への買い換えの場合に変更）．地上デジタル放送対応テレビ普及
の観点では，家電エコポイント制度を実施したことで，地上デジタル放送対応テレビの国
内出荷台数累計が約 2.2 倍に増加したと報告されている 41． 
 本研究では，提案手法により地上波デジタル放送への移行と家電エコポイント制度に関
するソーシャルメディア利用者の行動分析を行い，政府施策の妥当性の検証も試みる． 
 
 
5.2. 分析の概要 
 
 分析対象とする地上波デジタル放送への移行と家電エコポイント制度は，主に 2009 年
～2011 年の間に社会的現象が発生しているので，本研究も 2009 年 1 月から 2011 年 12
月まで TLD レベルの DNS クエリログを分析した．具体的には，地上デジタル放送対応テ
レビと家電エコポイント制度に対するソーシャルメディア利用者の行動を評価するために，
関連 Web サイトへの DNS クエリ数とそれらの異なり数を取得 42し，家電エコポイント制
度を利用して，ソーシャルメディア利用者が申請したエコポイント数を目的変数とした主
成分回帰分析（PCR）を実施した． 
表 5.1 に用いた変数を示す． 政府が管理運営を行い，家電エコポイント制度に関するニ
ュース配信やポイント登録などを実施するための総合 Web サイト関連の説明変数として，
Eco-IPC（IP アドレス異なり数），Eco-CC（国異なり数）と．専門団体が管理運営を行い，
デジタル放送を普及促進するための総合 Web サイト関連の説明変数として，D-IPC（IP
アドレス異なり数），D-CC（国異なり数）を用いた． 
また，政府は 2009 年にアナログ放送からデジタルテレビ放送への移行促進のために，2
つの関連 Web サイトを開設した．本研究では，これらの 2 つの Web サイトに関連する変
数として，Da-IPC（IP アドレス異なり数），Da-CC（国異なり数），Db-IPC（IP アドレ
ス異なり数），Db-CC（国異なり数）も用いた． 
41 http://www.env.go.jp/council/02policy/y020-60/mat03.pdf (2013/10/13) 
42 4 つの重要な Web サイトに関する dns.jp の DNS クエリログから，4 つの重要な Web
サイトのアクセス数と異なり数を取得している．第 3.4 節の Step1-3 に相当 
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目的変数 
エコポイント発行数 主管庁から月次で公表されるエコポイント数  (地上デジタル放送対応テレビで発行された数) 
説明変数 
Eco-IPC：IP アドレス異なり数 
(エコポイント関連サイト) ①地球温暖化対策の推進，②経済活性化，③地上デ
ジタル放送対応テレビの普及を目的とした家電エ
コポイント制度のポータルサイトの IP アドレス異
なり数と国異なり数 Eco-CC：国異なり数 
(エコポイント関連サイト) 
D-IPC：IP アドレス異なり数 
(デジタル放送関連サイト) アナログ放送からデジタル放送への移行に必要と
なる地上波放送/衛星放送デジタルフォーマットの
普及を目的とした総合サイト の IPアドレス異なり
数と国異なり数 D-CC：国異なり数 
(デジタル放送関連) 
Da-IPC：IP アドレス異なり数 
(デジタル放送支援 A サイト) 
地上波デジタル放送への移行のためのサポート総
合サイトの IP アドレス異なり数と国異なり数 
Da-CC：国異なり数 
(デジタル放送支援 A サイト) 
Db-IPC：IP アドレス異なり数 
(デジタル放送支援 B サイト) 経済理由のために地球波デジタル放送を視聴でき
ない人などの支援を目的としたサイトの IP アドレ
ス異なり数と国異なり数 Db-CC：国異なり数 
(デジタル放送支援 B サイト) 
Date 日本時間をシリアル値に変換した数値 
 
 
 
表 5.1 変数 
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変数に使用した異なり数データが，3.3 項で示した DNS キャッシュの影響を取り除く効
果を持つことを[三田村 2010]は示しており，本研究でも同様に異なり数を変数として用い
た．日時（Date）は，ソーシャルメディア利用者の行動推移を時系列で分析する上で，重
要な変数であると考え説明変数の 1 つとして用いた． 
 目的変数は，家電エコポイント制度の主管庁である政府機関から月次で公表されるエコ
ポイント発行数とした（第 3.4 節の Step4 で用いられる）． 
 以上，分析に用いられる説明変数はすべて，DNS クエリログから得られる異なり数であ
る．また目的変数は，地上デジタル放送対応テレビの拡販という経済効果を狙った施策に
関する 1 経済指標である．つまり本提案手法は，インターネットで発生する現象と実社会
で発生する現象を関係付けることを意図している． 
 
 
5.3. モデルの構築 
 
 DNS クエリログ（第 3.3 節で述べた提案手法の Step5）にもとづき毎月公表される発行
エコポイント数を予測した PCR 分析結果を表 5.2，図 5.1 に示す． 
 主成分回帰分析の最初のステップとして，主成分分析（PCA）を実行し 3 つの主成分
（Component1，2，3）を選択した．選択基準は，固有値（Eigenvalues）が 1 以上の主
成分とし，その累積寄与率（Cumulative Proportion of Variance）は表 5.2 に示すように
0.93851 である．選択した 3 つの主成分を用いて主成分回帰分析を行った結果が図 5.1 で
ある．相関係数 R は 0.971 となり予測力は高い． 
 以上の結果は，本提案手法（何人の閲覧者がいたかという情報に対応する DNS クエリ
データに基づく予測）が，実社会で起きる現象（すなわち，実際に発行されるエコポイン
ト数）のモデル化に用いることができることを示している（第 3.3 節，Step5）．言い換え
ると，本提案手法は，“地上波デジタル放送への移行”と，それを後押しする政策の 1 つ
であった“家電エコポイント制度の実施”という実社会で起きた複数の大きな社会的現象
に対する，ソーシャルメディア利用者の行動分析が可能であるということである．これは
本提案手法が，第 4 章の実証検証よりも，より大規模で複雑な実社会で起きる現象の分析
も可能であり，“作為的投稿影響問題”や“利用者バイアス問題”への対応も可能であるこ
とを示している． 
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Component Eigenvalues Proportion of Variance (%) 
Cumulative 
Proportion of 
Variance (%) 
1 5.895 65.502 65.502 
2 1.475 16.394 81.896 
3 1.076 11.955 93.851 
 
表 5.2 主成分分析結果（月次） 
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図 5.1 主成分回帰分析結果 
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5.4. 主成分分析とソーシャルメディア利用者の行動 
 
 前項で示したように，本提案手法は，ソーシャルメディア利用者の行動を示す DNS ク
エリログから抽出される主成分を用いて，大規模で複雑な実社会の現象を分析可能なモデ
ルを構築することができる． 
本節では，それを踏まえ，ソーシャルメディア利用者の行動を分析（第 3.3 節，Step6）
する．利用者の行動を詳細に分析するために，本節では日次ベースの DNS クエリログを
分析に用いる． 
表 5.3 に主成分分析結果を示す．3 つの主成分（Component1，2，3）選択し，その累
積寄与率（Cumulative Proportion of Variance）は 0.85086 である．図 5.2 は，3 つの主
成分得点の日次変化傾向を示している．図 5.3 は，3 つの主成分の主成分得点におけるピ
ーク変化傾向を検出するために図 5.2 を基に作成している．図 5.4 を用いて，図 5.2 から
図 5.3 の作成について説明する．図 5.4 は，図 5.2 の各主成分をヒストグラム化したもの
である．図 5.4 に示す「抽出部分」は，上位 2.5％以上の主成分得点と，下位 2.5％以下の
主成分得点を表している．その抽出部分のみで作成したものが図 5.3 である．表 5.4 は，
図 5.3 の中で使用した識別子（A～O）の当該日に発生した社会現象について説明している． 
 続いて 3 つの主成分解釈を行う．まず第 1 主成分（Component1）であるが，テレビ放
送を示す“TV Broadcasting”に関するソーシャルメディア利用者の行動と解釈した． 
 
【第 1 主成分の解釈理由】 
 第 1 主成分の主成分得点は，地上波デジタル放送への移行が行われた期間である
2009 年 1 月から 2011 年 12 月まで増加傾向を示している（図 5.2 を参照）．特に，
2011 年 7 月 25 日（アナログ放送終了の翌日）に強いピークを示している． 
 第 1 主成分の主成分負荷量（Principal Component Loadings）は，全変数に対して
相対的に大きな値を示す傾向がある（表 5.3 を参照）．これらの傾向は日本がこの期
間，テレビ放送全般に関わる大きな社会的イベントが発生した，という事実を反映
していると考えられる．その裏付けとして第 1 主成分の顕著なピークが，いろいろ
なイベントの発表日付と一致している（図 5.3 と表 5.4 を参照）． 
 2010 年 8 月 31 日（図 5.3 中の A）にアナログ放送が停止され，2011 年 1 月
25 日（図 5.3 中の B）にデジタル放送への移行計画が発表されている． 
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 2011 年 7 月 11 日（図 5.3 中の C）に東日本大震災発生によるデジタル放送へ
の移行延期が発表され，2011 年 7 月 25 日（図 5.3 中の D）に地上波デジタル
放送への移行が完了している． 
 2011 年 9 月 9 日（図 5.3 中の E）に NHK 放送の契約解約数増加に関する発表
が行われている． 
Component Eigenvalues Proportion of Variance (%) 
Cumulative 
Proportion of 
Variance (%) 
1 5.470 60.782 60.782 
2 1.239 13.769 74.551 
3 0.948 10.535 85.086 
Variables 
Principal Component Loadings 
Component1 Component2 Component3 
Eco-IPC 0.540 0.335 0.730 
D-IPC 0.334 0.861 -0.297 
Da-IPC 0.852 0.227 -0.262 
Db-IPC 0.905 0.041 0.050 
Eco-CC 0.855 -0.242 0.381 
D-CC 0.631 0.271 0.083 
Da-CC 0.908 -0.182 -0.207 
Db-CC 0.906 -0.218 -0.159 
Date 0.865 -0.348 -0.188 
 
表 5.3 主成分分析結果（日次） 
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図 5.2 主成分得点 
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図 5.3 主成分得点ピーク 
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Component1 
図 5.4 主成分パーセンタイル処理 
 抽出領域 
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 ID (図 5.3) 発生イベント 
A (31 Aug.2010) 政府によるアナログ放送停止のアナウンス (31 Aug. 2010). 
B (25 Jan.2011) 
政府による「完全デジタル化最終行動計画」及び「完全デジタル
化に向けた最終国民運動」のアナウンス 
(24 Jan. 2011). 
C (11 Jul.2011) 
政府による東日本大震災による東北 3 県における地上アナログ放
送用周波数の使用期限延長の公表 
(11 Jul. 2011). 
D (25 Jul.2011) 地上波デジタル放送への移行完了  (24 Jul. 2011). 
E (9 Sep.2011) NHK によるアナログ停波での 90000 件の契約解除報告 (8 Sep. 2011). 
F (2 Feb.2009) 
政府による「総務省テレビ受信者支援センター」が全都道府県拡
充のアナウンス  
(2 Feb. 2009). 
G (24 Apr.2009) 
政府による地上波デジタル放送への移行を 2011年 7月 24日実施
のアナウンス  
(23 Apr. 2009). 
H (27 Jul.2010) 石川県珠洲市でデジタル放送への切り替え実施   (24 Jul. 2010). 
I (25 Jul.2011) 地上波デジタル放送への移行実施  (24 Jul. 2010). 
J (30 Sep.2011) BS デジタル放送のマルチチャンネル化実施  (24 Jul. 2011). 
K (24 Jun.2009) 政府による家電エコポイント対象の製品とサービスを公表      (24 Jun. 2009). 
L (11 Sep.2009) 政府による家電エコポイント対象の製品/サービスの更新公表  (11 Sep. 2009). 
M (13 Oct.2009) 家電エコポイント制度継続の政府次年度予算議論の公表  (13 Oct. 2009). 
N (25 Mar.2010) 
政府による家電エコポイント対象の地上波デジタル TV 対応商品
へのポイント増加アナウンス 
(25 Mar. 2010). 
O (8 Oct.2010) 
政府による家電エコポイント対象の地上波デジタル TV 対応商品
へのポイント減少アナウンス 
(8 Oct. 2010). 
表 5.4 発生イベント 
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 次に第 2 主成分（Component2）であるが，アナログ放送からデジタル放送への移行を
示す“switchover”に関するソーシャルメディア利用者の行動と解釈した． 
 
【第 2 主成分の解釈理由】 
 第 2 主成分の主成分得点は，2009 年 2 月から 2011 年 10 月まで断続的にピークを
繰り返している（図 5.2 を参照）．特に，強いピークは 2009 年と 2011 年に現れ，
その各ピークはアナログ放送からデジタル放送への移行時期と一致している． 
 2009 年 4 月 24 日に日本政府は，地上波デジタル放送への移行予定を発表し，
2011 年 7 月 25 日にアナログ放送から地上波デジタル放送への移行を実施して
いる． 
 第 2 主成分の主成分負荷量（Principal Component Loadings）は，デジタル放送に
関する変数に対して相対的に大きな値を示す傾向がある（表 5.3 を参照）．これらの
傾向は日本がこの期間，デジタル放送に関わる大きな社会的イベントが発生した，
という事実を反映していると考えられる．更に第 2 主成分は，2009 年から 2011 年
まで，地上波デジタル放送への移行に関するイベントと一致した強いピークを示し
ている（図 5.3 と表 5.4 を参照）． 
 2009 年 2 月 2 日（図 5.3 中の F）に日本政府は，地上波デジタルテレビ・サポ
ート・センターを設立し，2009 年 4 月 23 日に地上波デジタル放送への完全移
行（図 5.3 中の G）を公式に発表している． 
 2010 年 7 月 27 日（図 5.3 中の H）に石川県珠洲市では，地上波デジタル放送
への移行リハーサルを完了し，地上波デジタル放送への移行日である 2011 年 7
月 24 日（図 5.3 の I）と第 2 主成分のピーク日は一致している． 
 2011 年 9 月 30 日（図 5.3 中の J）に BS デジタル放送は，アナログ放送から
デジタル放送に移行しており，それも第 2 主成分のピーク日と一致している． 
  
最後に第 3 主成分（Component3）であるが，家電エコポイント制度を示す“eco-points”
に関するソーシャルメディア利用者の行動と解釈した． 
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【第 3 主成分の解釈理由】 
 家電購入者が，家電エコポイント制度により助成金を受けることができる期間（2009
年 5 月 15 日～2011 年 3 月 31 日）に，その主成分得点はより高い値を示している（図
5.2 を参照）． 
 第 3 主成分の主成分負荷量（Principal Component Loadings）は，家電エコポイント
制度に関する変数に対して相対的に大きな値を示す傾向がある（表 5.3 を参照）．これ
らの傾向は日本がこの期間，家電エコポイント制度に関わる大きな社会的イベントが
発生した，という事実を反映していると考えられる．更に第 3 主成分は，2009 年か
ら 2011 年まで，家電エコポイント制度に関するイベントと一致した強いピークを示
している（図 5.3 と表 5.4 を参照）． 
 2009 年 6 月 24 日と 2009 年 9 月 11 日（図 5.3 中の K，L）に付与エコポイント
数に関わる製品とサービスが発表されている． 
 2009 年 10 月 13 日（図 5.3 中の M）に日本政府による家電エコポイント制度継
続に関わる次年度予算策定の発表されている． 
 2010 年 3 月 25 日と 2010 年 10 月 8 日（図 5.3 中の N，O）に家電エコポイント
交換レートの変更内容についての日本政府の公式発表が行われている（図 5.3 と
表 5.4 を参照）． 
  
 
5.5. ソーシャルメディア利用者の行動推移 
 
 前節では，ソーシャルメディア利用者の DNS クエリログから抽出された主成分が，ソ
ーシャルメディア利用者の行動に関わる実社会の現象を表す 1 つの指標として解釈できる
ことを示した．これは言い換えると，抽出された主成分得点の時間的推移を計測すると，
ソーシャルメディア利用者の行動の時間的推移を推測することができるということである．
以上を踏まえ本節では，ソーシャルメディア利用者の行動の時間的推移を分析する． 
図 5.5 は，5.3節および 5.4節で論じた 3つの主成分（Component1：“TV Broadcasting”，
Component2：“switchover”，Component3：“eco-points”）の推移を表現するために用い
る説明図である． 
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図中のタイトル（図 5.5 中の①）は，計測対象期間を示している．各バブル（図 5.5 中
の②）は，計測対象期間の各日付の主成分得点を示している（言い換えると，各日付のソ
ーシャルメディア利用者の行動を示している）．バブルサイズとバブルカラ （ー図 5.5 中の
④）は，第 1 主成分（“TV Broadcasting”に関わるソーシャルメディア利用者の行動）に
対応しており，より大きなバブルサイズは“TV Broadcasting”に対するより強い反応を
示し，バブルカラーも青から赤に近づくほど“TV Broadcasting”に対するより強い反応
を示している． 
中心からの距離（図 5.5 中の⑤）は，第 2 主成分（“switchover”に関するソーシャルメ
ディア利用者の行動）に対応しており，バブルがより外に向かうほど“switchover”に対
図 5.5 ソーシャルメディア利用者の行動推移サンプル 
TV 
Broadcasting 
eco-points 
 
 
① 
② 
③ 
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⑥ 
sw
itchover  
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するより強い反応を示している．またチャート底から左右に向かう角度（図 5.5 中の⑥）
は，第 3 主成分（“eco-points”に関するソーシャルメディア利用者の行動）に対応してお
り，より左に向かうほど“eco-points”に対するより強い反応を示し，より右に行くほど
より弱い反応を示している．バブルは計測対象期間において，特定の推移を示すので，そ
の方向を赤い矢印（図 5.5 中の③）として示している． 
 図 5.6 に，2009 年から 2011 年におけるソーシャルメディア利用者の行動の時間的推移
を示す．本計測では，ソーシャルメディア利用者の行動の時間的推移を 3 か月単位に表現
している．これは，①各月ベースの分析では，地上波デジタル放送への移行と家電エコポ
イント制度に関する日本政府による政策の影響評価を行うには短いこと，②[経済産業省 
2011]では，家電エコポイント制度の効果計測を 3 か月間で分析していること，という 2
つの理由からである． 
まず 2009 年 2 月 2 日から 2009 年 5 月 2 日までの期間（図 5.6 中の(1)）において，
“switchover”のみソーシャルメディア利用者の強い反応を示しているが，“TV 
Broadcasting”と“eco-points”については，まだその傾向が見られない．これは，アナ
ログ放送を停止しデジタル放送へ完全移行することを日本政府が公式発表（図 5.3 と表 5.4
の G）したことが，“switchover”に対する強い反応を引き起こしていると考えられる．
しかし，“TV Broadcasting”については強い反応にはないので，まだソーシャルメディア
利用者の行動は，テレビ放送全体に対しての反応としては現れていないと解釈できる．ま
た，“eco-points”についても強い反応にはないが，家電エコポイント制度は 2009 年 5 月
に開始されたので，この時点でのソーシャルメディア利用者の行動としては自然な現象で
あると考えられる． 
 次に家電エコポイント制度が始まった 2009 年 4 月 23 日から 2009 年 7 月 23 日までの
期間（図 5.6 中の(2)）であるが，“TV Broadcasting”，“switchover”についての大きな変
化は見られないが，“eco-points”についてはソーシャルメディア利用者の強い反応を示し
始めている．この“eco-points”についての反応は，2010 年 1 月 12 日から 2010 年 4 月
12 日の期間（図 5.6 中の(3)）まで継続している． 
特徴的なのは，それまで変化を示さなかった“TV Broadcasting”が，2010 年 1 月 12
日から 2010 年 4 月 12 日の期間において強い反応を示してきていることである．これは，
地上デジタル放送対応テレビに対する付与エコポイント数が増加（図 5.3 と表 5.4 の G）
したためであると考えられる． 
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 図 5.6 ソーシャルメディア利用者の行動推移-1 
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(2) 
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(3) 
 
(4) 
図 5.6 ソーシャルメディア利用者の行動推移-2 
 105 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(5) 
 
(6) 
図 5.6 ソーシャルメディア利用者の行動推移-3 
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同様の理由から，地上デジタル放送対応テレビに対する付与エコポイント数が減少（図
5.3 と表 5.4 の O）した期間である 2010 年 7 月 23 日から 2010 年 10 月 23 日の期間（図
5.6 中の(4)）と，家電エコポイント制度が終了した期間である 2011 年 1 月 20 日から 2011
年 4 月 20 日（図 5.6 中の(5)），2011 年 6 月 24 日から 2011 年 9 月 24 日（図 5.6 中の(6)）
は，ソーシャルメディア利用者の弱い反応が継続している． 
 2011 年 6 月 24 日から 2011 年 9 月 24 日の期間（図 5.6 中の(6)）では，一部特異的な
現象がみられる．アナログ放送が停止されデジタル放送への移行が完了（図 5.3 と表 5.4
の D）したにも関わらず“TV Broadcasting”，“switchover”に対するソーシャルメディ
ア利用者の反応は強くなっている．更なる詳細な分析が必要であるが，“TV Broadcasting”，
“switchover”に関する様々な社会的問題が発生したことに起因しているとも考えられる．
たとえば NHK は，アナログ放送からデジタル放送への移行上の問題が発生したことから，
契約キャンセル数が増加したと発表している（図 5.3 と表 5.4 の E）[NHK 2011]． 
 以上をまとめると，日本政府が行った 2009 年から 2011 年に及ぶアナログ放送の停止と
デジタル放送への移行という政策において，家電エコポイント制度が，その目的の 1 つで
あった地上デジタル放送対応テレビの普及で，ソーシャルメディア利用者の行動に効果的
な影響を与えた経済政策であったことがわかる．具体的には，地上デジタル放送対応テレ
ビに対する付与エコポイント数をコントロールする施策により，ソーシャルメディア利用
者の行動において，テレビ放送全体に対しての行動へ広がりを示しており，地上デジタル
放送対応への切り替えを加速させる傾向を示した． 
本章における実証検証により，DNS クエリデータを用いた閲覧者側の視点から，より大
規模で複雑な実社会で起きる分析が可能であることを明らかにした．  
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5.6. 考察 
 
 第 4 章で述べたソーシャルメディア利用者の日本映画への行動予測と，本章で述べた日
本における地上波デジタル放送への移行と家電エコポイント制度に関するソーシャルメデ
ィア利用者の行動分析について比較考察する． 
第 4 章では，実社会で起きた 1 つの現象（日本映画に対するソーシャルメディア利用者
の行動）を対象にして実証検証を行った．それに対して本章では，実社会で起きたより大
規模で複雑な複数の現象（日本全土における 3 年間の政策であるアナログ放送停止とデジ
タル放送への移行，それらを支援する家電エコポイント制度に対するソーシャルメディア
利用者の行動）を対象にして実証検証を行った．両検証について，分析期間と異なり数の
比較を表 5.5 に示す． 
表 5.5 に示すように，本提案手法が，実社会で起きる単体の現象だけではなく，より大
規模で，より複雑な実社会で起きる現象についても分析が可能であり，先行研究の抱える
問題にも対応できることを確認した． 
 
 
 
 
データ比較（日） 
日本映画の 
観客動員数予測 
（第 4 章） 
地上波デジタル放送への移行
と家電エコポイント制度 
（第 5 章） 
計測期間 191.3 1213 
平均国異なり数 8.6 38.4 
平均 IP アドレス異なり数 225.6 1297.6 
 
 
 
 
 
表 5.5 アクセス数比較 
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5.7. 本章のまとめ 
 
 本章では提案手法を応用し，より大規模で複雑なソーシャルメディア利用者の実社会に
おける行動分析を行うことで，提案手法が大規模で複雑な実社会で起きる現象の分析も可
能であり，先行研究の抱える問題に対応できることを確認し，実社会で起きる現象の時間
的推移も明らかにした． 
具体的には，日本政府が 3 年に渡り主導した“地上波デジタル放送への移行”と，それ
を後押しする政策の 1 つであった“家電エコポイント制度の実施”という実社会における
2 つの大きな社会現象に対し，DNS クエリデータにもとづき家電エコポイント数の発行数
とソーシャルメディア利用の関係性を計測することで，その時間的推移を分析した． 
この結果，日本政府が行った 2009 年から 2011 年に及ぶアナログ放送の停止とデジタル
放送への移行という政策において，家電エコポイント制度が，その目的の 1 つであった地
上デジタル放送対応テレビの普及で，ソーシャルメディア利用者の行動に効果的な影響を
与えた経済政策であったことを示した．これにより，大規模な DNS クエリデータを用い
た閲覧者側の視点から，より大規模で，より複雑な実社会で起きる現象の分析が可能であ
り，提案手法が先行研究の抱える問題に対応できることを確認した． 
本提案手法は，上述のようにソーシャルメディア利用者の行動を客観的に把握すること
を可能とするが，2011 年 6 月 24 日から 2011 年 9 月 24 日の期間（図 5.6 中の(6)）に見
られた特異的な現象の原因分析など，更なる詳細な分析を行う必要がある場合は，調査票
を用いたアンケートを併用するなど，他手法と組み合わせたより高度な分析手法の検討が
必要であると考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
109 
 
  
 
110 
 
第 6 章 まとめ 
 
6.1. 研究成果のまとめ 
 
本研究では，インターネットの基幹技術の 1 つである DNS のクエリデータにおける“異
なり数”を用いて，ソーシャルメディアの“閲覧者側”の視点から，実社会で起きる現象
を分析する手法の提案を試みた．第 2 章で述べたとおり，ソーシャルメディア利用者の行
動分析に関する先行研究は，以下の特徴と問題を持っており，投稿内容の影響を受けやす
いという問題に十分に対応できていなかった．具体的には，先行研究の主な特徴は，以下
の 3 点である． 
 研究の基本は，投稿者から投稿された情報の分析か，登録制のソーシャルメディ
アの場合であれば設定された個人のプロパティ情報の分析が主流である． 
 一方で，閲覧者の存在の重要性は認識されており，その行動分析が試みられてい
る． 
 閲覧者の分析は，①（登録制のソーシャルメディアの場合のみ）設定された閲覧
者の個人プロパティ情報を分析する，②（登録制のソーシャルメディアの場合の
み）「閲覧者数 = 登録者数 - 投稿した人数」，として量的分析を行う，③「投稿
が少ない人」を「閲覧者」と定義して分析する，④アンケート調査結果を使用す
る，⑤検索エンジン結果を使用する，が主流である． 
 
一方，先行研究に共通する問題としては，以下の 3 点がある． 
 主流である投稿された情報の分析では，作為的な投稿者による投稿内容の影響を
受けやすいという“作為的投稿影響問題”を抱えている． 
 閲覧者の分析では，ソーシャルメディア利用者に調査票を記入させ回収する必要
があるため，大規模な調査には不向きであるという“調査規模的問題”を抱えて
いる． 
 閲覧者の分析では，調査票の記入者を選択する際や調査票を記入する際，または
検索エンジンを利用して検索結果を得る際に発生し得る，サンプリングバイアス
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や反応バイアスの影響を受けてしまうという“利用者バイアス問題”を抱えてい
る． 
 
以上の問題を解決するために，本研究では以下の提案を行った． 
 何人の閲覧者がいたかという情報に対応する DNS クエリデータの“異なり数”
を用いて，ソーシャルメディアの“閲覧者側”の視点から，利用者の行動を分析
する手法（“作為的投稿影響問題”への対応）． 
 DNS の中でも各国ごとに割り当てられた ccTLD の 1 つである JP ドメイン名の
DNS クエリデータを用いるによる，大規模で即時的なデータ収集の実現（“調査
規模的問題”への対応）． 
 インターネットの基幹技術である DNS を用いてデータ収集することで，ソーシ
ャルメディア利用者に対する“利用者バイアス問題”への対応 
 
本研究では，DNS クエリデータを用い閲覧者側から分析することで，実社会で起きる現
象を分析する際に発生し得る“作為的投稿影響問題”や“利用者バイアス問題”，“調査規
模的問題”に対応することを試みた．また，大規模な実 DNS クエリデータを用いて以下
の 2 つの実証実験を行い，提案手法の有効性を確認した． 
 
(1) ソーシャルメディアを利用した予測に関する研究 
  提案手法をソーシャルメディア利用者の実社会における行動分析に適用し，先行研究が
抱える問題に対応することを確認するために映画の観客動員数予測を試みた．その結果，
投稿者側からの視点である従来手法（[Mishne 2006]）が映画公開前で相関係数 0.454～
0.542 であったのに対し，閲覧者側からの視点である提案手法は 0.865 であることを示し
た．これにより，DNS クエリデータを用い，投稿者側の視点からではなく閲覧者側の視点
から，ソーシャルメディア利用者の実社会における行動分析が可能であり，ソーシャルメ
ディアを利用した予測に関する研究領域において提案手法の有効性を確認した． 
 
(2) ソーシャルメディアを利用した計測・モデル化に関する研究 
提案手法を応用し，より大規模で複雑なソーシャルメディア利用者の実社会における行
動分析を行うことで，提案手法が大規模で複雑な行動分析も可能であり先行研究の抱える
112 
 
問題に対応できることを確認し，そのソーシャルメディア利用者の行動の時間的推移も明
らかにした． 
具体的には，日本政府が 3 年に渡り主導した“地上波デジタル放送への移行”と，それ
を後押しする政策の 1 つであった“家電エコポイント制度の実施”という実社会における
2 つの大きな社会現象に対し，DNS クエリデータにもとづき家電エコポイント数の発行数
とソーシャルメディア利用の関連を計測することで，ソーシャルメディア利用者の行動の
時間的推移を分析した． 
この結果，日本政府が行った 2009 年から 2011 年に及ぶアナログ放送の停止とデジタル
放送への移行という政策において，家電エコポイント制度が，その目的の 1 つであった地
上デジタル放送対応テレビの普及で，ソーシャルメディア利用者の行動に効果的な影響を
与えた経済政策であったことを示した．具体的には，地上デジタル放送対応テレビに対す
る付与エコポイント数をコントロールする施策により，ソーシャルメディア利用者の行動
において，テレビ放送全体に対しての行動へ広がる傾向を示しており，地上デジタル放送
対応への切り替えを加速させる傾向を示した．これにより，大規模な DNS クエリデータ
を用いて，閲覧者側の視点からソーシャルメディア利用者の実社会における行動の計測が
可能であり，ソーシャルメディアを利用した計測・モデル化に関する研究領域において，
提案手法が大規模で複雑な実社会で起きる現象の分析も可能であり，先行研究の抱える問
題に対応できることを確認した． 
 
 
6.2. 今後の展望 
 
本研究では，ソーシャルメディア利用者の行動を把握する上で客観的なデータ計測を可
能とし，実社会で起きる現象を分析する手法を提案した．第 2 章の先行研究で示したよう
に，近年のソーシャルメディア利用者の行動に関する研究は，Twitter や Facebook などの
ソーシャルメディア利用者を対象とした研究が盛んである．それらは，インターネット上
におけるソーシャルメディアという仮想空間の中で，その利用者がどの様な行動をしてい
るかを分析し，実社会で起きる現象との接点を見出そうと試みる研究である． 
一方，インターネットの利用方法は多様化が進んでおり，また，インターネットで提供
されるサービスも多様化の流れを踏まえ，独自性を打ち出したものも数多く出現してきて
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いる中で，ソーシャルメディア利用者の選択肢も広がってきている．その様な潮流の中で，
ソーシャルメディア利用者の行動は，インターネット上での単独のサービス内で完結する
とは言えない状況になってきている． 
 本研究で用いた DNS は，インターネットにおいてサービスを利用する際には必ず必要
となる仕組みである．つまり DNS は，インターネット上において多様化が進む多くのサ
ービスと関わりが深い仕組みであり，ソーシャルメディア利用者に対して，それら多くの
サービスを横断的に結び付けていく仕組みである．本稿では，その DNS にもとづく提案
手法を，まず広告ブランドサイトや政府関連サイトなどの複数のソーシャルメディアに適
用し，その利用者の行動分析から実社会で起きる現象との接点を見出すことを試みた．本
研究の今後の展開可能性としては，提案手法を拡張し，競争激化している SNS やオンラ
インゲームサービス，iTunes や Google Play などのプラットフォームサイト，更には
Google や Yahoo！，Bing などの検索エンジンサイトなど利用用途の異なる多様性を持っ
たインターネットサービス間に跨るソーシャルメディア利用者の行動分析に適用し，実社
会で起きるより複雑で多様性を持った現象との関係を明らかにしていくことで，実社会で
行動するより多くの人々に対して，インターネット利用によるより豊かな実社会の実現と，
インターネットサービスの更なる発展に貢献できると考えている． 
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